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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第１期 第２期 第３期 第４期

決算年月 2017年12月 2018年12月 2019年12月 2020年12月

売上高 (千円) 70,473,898 64,792,263 65,229,849 51,087,544

経常利益又は経常損失
(△)

(千円) 4,394,085 3,325,549 1,763,356 △1,149,274

親会社株主に帰属する
当期純利益又は親会社
株主に帰属する当期純
損失（△）

(千円) 2,781,578 1,952,159 △1,280,492 △2,552,992

包括利益 (千円) 3,103,188 1,699,949 △1,433,340 △2,727,292

純資産額 (千円) 25,706,052 25,679,925 23,363,913 20,231,415

総資産額 (千円) 59,737,872 55,631,310 53,352,237 48,682,515

１株当たり純資産額 (円) 1,035.88 1,066.28 977.76 848.70

１株当たり当期純利益
又は１株当たり当期純
損失（△）

(円) 117.10 82.48 △54.50 △108.81

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益

(円) 115.63 81.53 － －

自己資本比率 (％) 41.3 45.1 43.0 40.9

自己資本利益率 (％) 11.3 7.8 △5.3 △11.9

株価収益率 (倍) 11.3 9.6 － －

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,393,085 5,379,288 1,198,316 2,892,857

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △2,632,934 △2,060,737 △1,561,137 △843,190

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 5,445,093 △5,862,590 △336,555 △397,366

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 12,372,307 9,790,600 9,060,407 10,703,205

従業員数
(外、臨時雇用者数)

(名)
1,650 1,657 1,647 1,727

(211) (290) (269) (210)
　

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。

２ 当社は2017年１月４日設立のため、それ以前に係る記載はしておりません。

３ １株当たり純資産額の算定に用いられた連結会計年度末の普通株式数、１株当たり当期純利益又は１株当た

り当期純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎となる普通株式については,「株式

給付信託(BBT)」の信託財産として㈱日本カストディ銀行(信託E口)が所有している当社株式を、控除対象の

自己株式に含めて算定しております。

４ 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）等を第３期の期首

から適用しており、第２期に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標

等となっております。

５ 第３期及び第４期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当

たり当期純損失のため記載しておりません。

６ 第３期及び第４期の株価収益率については、親会社株主に帰属する当期純損失のため記載しておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第１期 第２期 第３期 第４期

決算年月 2017年12月 2018年12月 2019年12月 2020年12月

営業収益 (千円) 2,148,000 4,180,941 4,055,897 3,461,000

経常利益 (千円) 1,541,302 1,785,950 1,592,750 790,421

当期純利益 (千円) 1,508,036 1,631,835 1,423,981 501,350

資本金 (千円) 5,000,000 5,000,000 5,000,000 5,000,000

発行済株式総数 (株) 24,566,447 24,566,447 24,566,447 24,566,447

純資産額 (千円) 21,153,730 21,318,154 21,930,022 22,091,882

総資産額 (千円) 34,465,194 33,292,389 34,968,318 35,607,278

１株当たり純資産額 (円) 882.12 901.17 931.23 939.13

１株当たり配当額
(うち１株当たり
中間配当額)

(円)
30.00 30.00 20.00 12.00

(8.00) (8.00) (8.00) (－)

１株当たり当期純利益 (円) 63.49 68.95 60.61 21.37

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益

(円) 62.69 68.15 60.38 21.30

自己資本比率 (％) 61.0 63.8 62.5 61.9

自己資本利益率 (％) 7.2 7.7 6.6 2.3

株価収益率 (倍) 20.8 11.5 11.9 19.9

配当性向 (％) 47.3 43.5 33.0 56.2

従業員数
(外、臨時雇用者数)

(名)
53 166 157 159

(－) (39) (37) (32)

株主総利回り
(比較指標：配当込み
TOPIX)

(％)
153.2 96.5 90.6 58.7

(119.4) (100.3) (118.5) (127.3)

最高株価 (円) 1,376 1,706 871 754

最低株価 (円) 775 731 604 368
　

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。
２ 当社は2017年１月４日設立のため、それ以前に係る記載はしておりません。
３ 第１期の１株当たり配当額30円には、記念配当10円が含まれております。
４ 従業員数は就業人員であり、第１期及び第２期は全員が子会社から当社への出向者（子会社兼務出向）であ

り、第３期の期首より当該出向者は当社へ転籍しております。
５ １株当たり純資産額の算定に用いられた事業年度末の普通株式数、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定上の基礎となる普通株式については,「株式給付信託(BBT)」の信託財産とし
て㈱日本カストディ銀行(信託E口)が所有している当社株式を、控除対象の自己株式に含めて算定しており
ます。

６ 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）等を第３期の期首
から適用しており、第２期に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標
等となっております。

７ 当社は2017年１月４日設立のため、株主総利回り及び比較指標の算出は2017年１月４日における株価を基準
として使用しています。

８ 最高株価及び最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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２ 【沿革】

年月 事項

2016年７月 株式会社AOI Pro.及び株式会社ティー・ワイ・オー（以下「両社」）が共同持株会社設立（株式

移転）による経営統合に関する基本契約書を締結

2016年７月 両社それぞれの臨時株主総会での承認を前提として、「株式移転計画書」を共同で作成

2016年９月 両社の臨時株主総会において株式移転計画が承認される

2017年１月 東京都港区に当社設立（東京証券取引所市場第一部に上場）

2018年３月 東京都品川区大崎一丁目５番１号に本社移転

2021年１月 東京都品川区東品川二丁目２番24号に本社移転

株式会社ティー・ワイ・オーを会社分割し、株式会社TYOを新設するとともに、株式会社xpdに商

号変更、株式会社Quark tokyo、株式会社ゼオ、株式会社TYOデジタル・ワークス、株式会社TYO

パブリック・リレーションズを消滅会社とする吸収合併を実施

株式会社デジタル・ガーデンが、株式会社メディア・ガーデン及び株式会社TTRを消滅会社とす

る吸収合併を実施し、株式会社TREE Digital Studioに商号変更
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当社、子会社32社、関連会社5社で構成され、広告事業を主な事業としております。なお、当社グ

ループの事業の概要は次のとおりであります。

広告事業 ・・・広告コンテンツ等の戦略立案・企画・制作を行っております。

事業の系統図は次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

名称 住所 資本金(千円) 主要な事業の内容
議決権の所有
割合(％)

関係内容

（連結子会社）

㈱AOI Pro.

(注)１
東京都品川区 3,323,900 広告事業 100.0

役員の兼任あり、経営管理、

資金の貸付

㈱ティー・ワイ・オー

(注)１、７
東京都渋谷区 1,850,482 広告事業 100.0

役員の兼任あり、経営管理、

資金の貸付

㈱デジタル・ガーデン

(注)８
東京都渋谷区 300,000 広告事業

100.0
（100.0）

経営管理

㈱Quark tokyo

(注)７
東京都品川区 300,000 広告事業

100.0
（100.0）

経営管理

SOOTH㈱

(注)９
東京都港区 160,000 広告事業

100.0
（100.0)

経営管理

㈱ケー・アンド・エル 東京都千代田区 100,000 広告事業
100.0

（100.0）
役員の兼任あり、経営管理

㈱ゼオ

(注)７
東京都渋谷区 99,871 広告事業

100.0
（100.0)

経営管理、資金の貸付

㈱TTR

(注)８
東京都港区 80,000 広告事業

100.0
（100.0）

役員の兼任あり、経営管理

㈱TYOデジタル・ワークス

(注)７
東京都千代田区 74,000 広告事業

100.0
（100.0）

経営管理、資金の貸付

㈱祭 東京都港区 67,000 広告事業
100.0

（100.0）
経営管理

㈱シースリーフィルム 東京都品川区 60,000 広告事業
100.0

（100.0）
経営管理、資金の貸付

㈱Mediator 東京都渋谷区 50,000 広告事業
66.6

(66.6)
経営管理

㈱メディア・ガーデン

(注)８
神奈川県横浜市 40,000 広告事業

100.0
（100.0）

経営管理、資金の貸付

㈱ジゴワット

(注)10
大阪府大阪市 30,000 広告事業

100.0
（100.0）

経営管理

㈱ティー・ケー・オー 東京都渋谷区 14,000 広告事業
51.0

（51.0）
経営管理

㈱TYOパブリック・リレーシ

ョンズ

(注)７

東京都港区 10,000 広告事業
100.0

（100.0）
経営管理

㈱ルーデンス

(注)11
東京都渋谷区 10,000 広告事業

100.0
（100.0）

経営管理

㈱ペッププランニング

(注)10
神奈川県横浜市 10,000 広告事業

100.0
（100.0）

経営管理、資金の貸付

AOI TYO HOLDINGS ASIA

( PTE. LTD.)
シンガポール

共和国

4,200千
シンガポール

ドル
広告事業

100.0
（76.2)

役員の兼任あり、経営管理

AOI Pro. ASIA PTE.LTD.

(注)１
シンガポール

共和国

9,700千
シンガポール

ドル
広告事業

100.0
（100.0)

―

K&L CREATIVE ASIA PTE.

LTD.
シンガポール

共和国

3,500千
シンガポール

ドル
広告事業

100.0
(100.0)

経営管理
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名称 住所 資本金(千円) 主要な事業の内容
議決権の所有
割合(％)

関係内容

凱立広告（上海）有限公司
中華人民共和国

上海市
30,000 広告事業

100.0
（100.0）

経営管理

艾欧伊（北京）文化伝播有

限公司
中華人民共和国

北京市
3,600千
人民元

広告事業
100.0

（100.0）
―

PT.AOI ASIA INDONESIA
インドネシア
ジャカルタ

250千
USドル

広告事業
51.0

（51.0）
経営管理

AOI ASIA THAI CO.,LTD.

(注)５
タイ

バンコク
6,000千

タイバーツ
広告事業

49.0
（49.0）

経営管理

DIRECTORS THINK TANK PTE.

LED.
シンガポール

共和国

100千
シンガポール

ドル
広告事業

100.0
(100.0)

経営管理

THE TANKERS SDN. BHD.
マレーシア
セランゴール

250千
マレーシア
リンギット

広告事業
100.0

（100.0）
―

K&L ARMS COMMUNICATION

PVT. LTD.
インド

グルガオン
1,250千

インドルピー
広告事業

100.0
(100.0)

―

RESERVE TANK SDN. BHD.
マレーシア
セランゴール

100千
マレーシア
リンギット

広告事業
51.0

(51.0)
―

DIRECTORS THINK TANK SDN.

BHD.
マレーシア
セランゴール

100千
マレーシア
リンギット

広告事業
100.0
(100.0)

―

POWER TANK SDN. BHD.

(注)６
マレーシア

クアラルンプール

100
マレーシア
リンギット

広告事業
35.0
(35.0)

―

Ad Hack Ventures 有限責任

事業組合 (注)１
東京都品川区 1,361,950 広告事業

99.9
（99.9）

―

(持分法適用関連会社)

その他５社
― ― ― ― ―

(注) １. 特定子会社に該当します。

２．「主な事業の内容」欄には、セグメント情報に記載された名称を記載しております。

３．議決権の所有割合の( )内は、間接所有割合を内数で記載しております。

４．㈱AOI Pro.及び㈱ティー・ワイ・オーについては、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く。)の連結売

上高に占める割合が10％を超えております。

主要な損益情報等 （自 2020年１月１日　至 2020年12月31日）

㈱AOI Pro. ㈱ティー・ワイ・オー

(1) 売上高 (千円) 18,769,117 17,658,979

(2) 経常損失(△) (千円) △138,948 △195,561

(3) 当期純損失(△) (千円) △980,911 △408,157

(4) 純資産額 (千円) 7,188,054 3,975,556

(5) 総資産額 (千円) 19,932,467 14,505,068

５．AOI ASIA THAI CO.,LTD.に対する議決権の所有割合は、100分の50以下ですが、実質的に支配しているため

子会社としております。

６. POWER TANK SDN. BHD.に対する議決権の所有割合は、100分の50以下ですが、実質的に支配しているため子

会社としております。

７．㈱ティー・ワイ・オーは2021年１月４日付で会社分割し、株式会社TYOを新設するとともに、㈱Quark

tokyo、㈱ゼオ、㈱TYOデジタルワークス、㈱TYOパブリック・リレーションズを消滅会社とする吸収合併を

実施し、㈱xpdへ商号変更しております。

８．㈱デジタル・ガーデンは2021年１月４日付で㈱メディア・ガーデン及び㈱TTRを消滅会社とする吸収合併を

実施し、㈱TREE Digital Studioへ商号変更しております。

９．SOOTH㈱は2021年１月１日付で㈱AOI Pro.を存続会社とする吸収合併により消滅しております。

10．㈱ジゴワット及び㈱ペッププランニングは2021年１月１日付で㈱ゼオを存続会社とする吸収合併により消滅

しております。

11．㈱ルーデンスは2021年１月１日付で㈱TTRを存続会社とする吸収合併により消滅しております。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

2020年12月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

広告事業 1,568 (178)

全社(共通) 159 ( 32)

合計 1,727 (210)
　

(注)１ 従業員数は就業人員であり、( )内に臨時雇用者(契約社員、派遣社員、アルバイト)の年間の平均雇用人員を

外数で記載しております。

２ 全社(共通)として記載されている従業員数は、当社グループ全体の管理に係る業務を担う当社の従業員です。

　

(2) 提出会社の状況

2020年12月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

159 (32) 40.2 9.3 6,225,181

　

セグメントの名称 従業員数(名)

全社共通ほか 159 ( 32)

合計 159 ( 32)

　
(注) １ 従業員数は就業人員であり、( )内に臨時雇用者(契約社員、派遣社員、アルバイト)の年間の平均雇用人

員を外数で記載しております。

２ 平均勤続年数は、子会社での勤続年数を通算しております。

　

(3) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものです。

（1）会社の経営の基本方針

当社グループはミッション「新しい『心動かす』で、新しい価値創出をしつづける。」の達成に向け、「未来を、

感動を、人を、プロデュース。」をスローガンとして掲げています。「未来を」は成長領域へのチャレンジ、「感

動を」は強みの一層の深掘り、「人を」は資産である人が成長する場、これらをグループ社員一丸となりプロデュ

ースし、企業成長を目指します。

（2）経営環境

当社グループが主軸としているテレビCM制作においては、テレビ広告費の減少に連動してテレビCM制作市場も、

今後、最大で年2％程度のペースで縮小するとみています。一方で、デジタルシフトの加速により、動画広告制作市

場は年20％程度のペースでの成長が見込まれます。その中では、当社が手掛けてきた高単価のブランド動画も成長

しますが、低中単価動画の伸びが大きくなるとみています。 顧客別にみていくと、当社が注力している広告主直接

取引の顧客層である、年間広告費が1～10億円程度の企業やベンチャー企業を中心に、制作会社との直接取引のニー

ズを感じている広告主が増加してきています。こういった広告主はメディアミックスを志向し、自社製品・サービ

スを理解した上でのプロデュースやマーケティングのニーズが強く、コミュニケーション全体の設計と運用をサポ

ートしてほしいというニーズも一定数存在しています。

新型コロナウイルス感染症の流行により、足元の業績はきわめて厳しい結果となり、今後も、感染拡大の収束が

見通せない中、企業の広告需要減少の影響は避けられないと考えられます。しかし一方で、中長期的には、情報通

信技術の進化、メディアの多様化、ポストコロナ社会における行動様式の変容等の変化のスピードが加速していく

中で、企業と生活者のエンゲージメントを深めるための映像を中心とするコミュニケーションツールの企画・制作

に対するニーズが高まっていくことは確実で、こうした変化は当社にとって事業拡大のチャンスでもあります。

（3）対処すべき課題

① 新型コロナウイルス感染拡大の影響等の外部環境と当社の取り組み

５月25日の緊急事態宣言解除以降、当社では安全に制作業務を遂行するための新しいスタンダードを適用すべく、

国や各自治体による一連の情報と国内外の様々な映像制作のガイドライン事例に加え、医療コーディネート会社と

アドバイザリー契約を締結し、制作業務に関する独自のガイドラインを作成、撮影時には医療従事者を含む衛生対

策管理チームを帯同させ、体調確認、定期的な消毒・換気の実施・確認を行うなど、新型コロナウイルス感染拡大

防止対策を講じたうえで、撮影・編集等の業務を行うとともに、新たにリモートでの動画制作手法の導入も進め、

業務の正常化を図っております。また、社員の在宅ワーク推奨を継続し、オフィスの面積縮小を進めています。

2021年１月、新型コロナウイルス感染拡大の第三波により緊急事態宣言が再度発出されましたが、撮影・編集等の

業務は上記のとおりすでに新型コロナウイルス感染拡大防止対策を講じていることから、前回のような、中止・延

期となる案件はほとんど発生していません。

2020年の国内広告市場は、新型コロナウイルス感染拡大の影響を受けて大きく落ち込みましたが、2021年以降は

緩やかなプラス成長が維持される見通しです。ただし、GDP成長率が低位で推移することから新型コロナウイルス拡

大感染影響前の水準まで回復するには相応の時間を要すると考えられます。加えて、足元では緊急事態宣言の再発

出による不要不急の外出自粛や営業時間の短縮要請により個人消費の冷え込みが続き、今後は雇用所得の悪化が重

石になることが懸念され、広告市場の回復が遅れる可能性も考えられます。

② 中期経営計画における取り組み

当社は、2020年８月24日に2021年度から2025年度の５ヵ年を対象とする当社グループ中期経営計画を公表し、

（１）事業・組織構造の変革、（２）各事業における取り組みの明確化、（３）グループ経営の深化・強化、の３

点を重点施策に掲げ、2025年度における業績計画を売上高680億円、営業利益44億円、KPIをEBITDA57億円、ROE10％

以上とし、2021年１月に「コンテンツプロデュース事業」と「コミュニケーションデザイン事業」の2事業体制への

組織再編を実施、コスト削減に向けた動きも加速させています。

・コンテンツプロデュース事業

業界トップシェアやこれまで培ったノウハウを強みに、高クオリティ、高生産性を追求してテコ入れを図るとと

もに、市場の伸びが期待される低・中単価のデジタル動画市場へ対象を拡大します。受託事業では、新規／デジタ

ル案件の受注強化のため、営業管理手法の見直し、若手プロデューサー育成、プラットフォーマーからの受注獲得
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を図るとともに、実行利益率33％以上を目指します。低・中単価デジタル案件の取り込みでは、制作一本化や実行

利益率の引き上げ、人材発掘とネットワーク拡充を推進します。ポストプロダクションでは、MA（音声編集）、カ

ラーグレーディング、CG拡大や低・中単価動画案件の編集、バーチャルスタジオ、xR事業展開など多角化を図りま

す。

2021年度は、大手広告会社からの安定的な受注獲得のためアプローチ先の拡大・営業強化を図ることに加え、顧客

基盤の増強に向けて外資系広告会社やネット系広告会社、コンサルティング会社、プラットフォーマー等に向けた新

規営業に取り組み、成長が見込まれる低・中単価動画制作の体制整備にも注力します。

・コミュニケーションデザイン事業

顧客基盤の強化を図るとともに、より高付加価値なサービス提供を目指します。企業のコミュニケーションを全体

設計から具体的なカタチを作り上げるところまで手掛け、コンテンツプロデュース事業と並ぶ柱とすべく、注力して

いきます。

2021年度は、組織再編で集約した部門間の連携を強化すべく、新たな管理体制・人事制度を確立させるとともに、

広告主直接取引の拡大に向け、不足している機能の拡充を図ります。

・人材戦略

2020年に人材マネジメント方針を策定、「記憶に残り後世に語り継がれる感動を生み出す人材を輩出する」を基

本方針として、新卒採用における母集団形成・選考管理の統一化、評価制度・報酬体系の見直し、育成環境・キャ

リア開発の環境構築といったグループ人材戦略を推進します。

・コスト削減

リモートワーク等の働き方の変化によりオフィス系コスト・交通費等を削減するとともに、生産性を高めること

でコーポレート系コストを適正化していきます。なお、組織再編及び従業員の在宅勤務推奨の継続に伴い、中期経

営計画で策定したコスト削減策を2020年度後半より前倒しで実行し、オフィス面積削減を進めています。
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２ 【事業等のリスク】

当社では、取締役会及び経営会議において経営戦略・経営計画の策定や戦略的アクションの意思決定に必要な経営

戦略リスクの評価を行っており、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項を以下に記載しております。

当社はこれらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める所存であります。

本項においては、将来に関する事項が含まれておりますが、当連結会計年度末現在において当社グループが判断した

ものであります。

(1) 自然災害、事故等の不測の事態について

当社グループが事業を遂行または展開する地域において、台風や地震等の自然災害、インフラの障害、通信・

放送の障害、大規模な事故、伝染病、戦争、テロ、政情不安、社会不安等不測の事態が発生する可能性がありま

す。当社グループでは不測の事態が発生した場合には、代表取締役指揮下の対策本部を設置し、迅速な対応を行

い、損害の拡大を防止する体制を整えるものとしております。新型コロナウイルスへの対応については、2020年4

月から5月の緊急事態宣言発令下では広告会社・広告主に対し撮影を伴う案件の延期要請を実施、業績にも大きな

影響が出ましたが、解除後は撮影・編集業務におけるガイドラインを策定し、感染拡大防止策を講じることで、

業務の正常化を図りました。以上のように、不測の事態の発生状況及びその回復状況により、当社グループの業

績に影響を与える可能性があります。

(2) 経済情勢等の影響について

当社グループが属する広告業界は、主に企業の広告宣伝費を糧として事業運営をしております。広告宣伝費は、

内外の経済情勢・企業収益の動向に大きく左右される傾向が強いことから、その動きによっては、広告需要の落

ち込みや低迷も考えられます。そのため、顧客基盤の拡大・強化を図り、影響を抑えるよう努めていますが、景

況の悪化が長期間かつ広範囲の業種にわたるなど広告市場の回復に時間がかかる場合、当社グループの業績に影

響を及ぼす可能性があります。

　

(3) 主要取引先の動向について

当社グループの売上高の37.7％を株式会社電通及び株式会社博報堂の２社が占めております。主に国内広告業

界の情勢を反映するものとなっておりますが、これら主要販売先の経営施策や取引方針等の変更によっては、受

注が減少するなど、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。一方で新たな商流として広告主の直

接取引のニーズが高まっており、かねてより直接取引を推進してきた当社グループでは、その比率も年々増加し

ています。また、今後の伸びが見込まれるデジタル案件の受注拡大に向け、ネット系広告会社やプラットフォー

マー等への営業も強化しています。

(4) コンテンツビジネスについて

当社グループは、映画やドラマ、イベントの企画制作及びデジタルコンテンツ、販促物、ミュージックビデオ

の制作の他、映画への投資やアニメ・キャラクター等のコンテンツビジネスを行っております。これらの事業展

開には投資リスク、天候・災害リスク等を伴うものもあり、また成否を予測することが難しく、計画通りに進行

しない場合または収益を確保できない場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(5) 海外事業展開について

当社グループは、東南アジアを中心にマーケティングコミュニケーション会社や制作会社の拠点を海外に設置

しております。これらの事業展開には、海外の事業展開に伴うリスク（為替リスク、カントリーリスク等）、出

資額あるいは出資額を超える損失が発生するリスク、グループの信用低下リスク等を伴う場合があり、計画通り

に事業展開が進捗しない場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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(6) 人材確保及び育成について

当社グループの資産は人材です。統合的なコミュニケーションを提案・実現可能な人材、多様化する様々なコ

ミュニケーション手法のプロフェッショナルの採用・育成が重要な経営課題であると認識しており、2020年には

人材マネジメント方針を策定しました。「記憶に残り後世に語り継がれる感動を生み出す人材を輩出する」を基

本方針に、一人ひとりのアイデアから新しい感動が生み出されるよう、あらゆる多様性を受容し、すべてのメン

バーが活躍できる機会を提供する環境・体制の構築を推進しています。中期経営計画においても、従業員のエン

ゲージメント向上を非財務KPIとしています。また、従業員以外にも、映像クリエイター養成コミュニティの開講

や、ビデオグラファー・インフルエンサーのネットワーク化を進め、人材の確保に努めています。しかしながら、

必要な人材の採用・育成ができない場合、あるいは人材が社外流出した場合には、当社グループの業績に影響を

及ぼす可能性があります。

(7) 情報漏洩について

当社グループでは、クライアントの新商品情報、テレビCM出演者の個人情報等、多様な情報を取り扱っており

ます。そのため、情報セキュリティ認証基準である「ISO27001」を取得するなど、グループ全体で情報の取扱い

には細心の注意を払っておりますが、不慮の事態が発生し、情報が漏洩した場合には、信用の低下やそれに伴う

案件の失注により、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

(8) 投融資について

当社グループでは、今後の事業拡大のために、国内外を問わず出資、子会社設立、合弁事業の展開、アライア

ンス、M&A等の投融資を実施しております。投融資については、リスク及び回収可能性を十分に事前評価し決定し

てまいりますが、投融資先の事業の状況が当社グループに与える影響を確実に予想することは困難な場合もあり、

投融資額を回収できない場合、あるいは減損の対象となる事象が生じた場合には、当社グループの業績及び財政

状態に影響を与える可能性があります。

(9) 減損会計適用について

当社グループは、のれんをはじめとする有形・無形の固定資産及び投資有価証券を所有しております。これら

の資産については、その価値が下落した場合や期待通りの将来キャッシュ・フローが見込めない状況となった場

合、減損処理が必要となり、当社グループの業績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。

(10) 繰延税金資産の回収可能性について

当社グループは、繰越欠損金及び将来減算一時差異に係る繰延税金資産を計上しており、その回収可能性を評

価しておりますが、繰延税金資産の計算は、将来の一定期間における事業計画に基づく課税所得に関する見積り

を含めた様々な予測・仮定に基づいており、実際の結果がかかる予測・仮定とは異なる可能性があります。事業

計画の達成度合い等により、当該見積りの見直しが必要となり繰延税金資産の回収ができないと判断された等の

事由が生じた場合には、繰延税金資産の取崩しと税金費用の計上が必要となり、当社グループの業績及び財政状

態に悪影響を及ぼす可能性があります。
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３ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（経営成績等の状況の概要）

当連結会計年度における当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）の財政状態、経営成績及びキャ

ッシュ・フロー（以下「経営成績等」という。）の状況の概要は次のとおりであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当連結会計年度は、 新型コロナウイルスの感染拡大防止のため国内外で外出・事業活動に制限がかかる状況が断続的に

発生しました。国内では、 夏以降、 外需の持ち直しが持続し生産用機械を中心に生産が増加基調に転じたほか、 秋口の自

粛ムード緩和に伴う人出の回復で一時的に非製造業の景況感も回復を見せたものの、 新型コロナウイルスの感染再拡大を受

けた活動制限の影響により、 経済活動の水準は低迷を続け、 景気の回復ペースは緩慢と思われます。国内の広告市場にお

いても、 企業の広告費削減を受け広告市場全体が落ち込み、 テレビCMの大幅な減少が見られた一方、 インターネット広告は

小幅な減少にとどまる見通しです。

新型コロナウイルス感染拡大に対しては、 当社グループでは、 2月以降、 感染拡大防止策を講じて業務を実施し、 4月か

ら5月の緊急事態宣言発令下では撮影・編集スタジオの臨時休業、 広告会社・広告主に対して撮影の延期要請を行いまし

た。緊急事態宣言の解除後は、 業務再開にあたって医療コーディネート会社とアドバイザリー契約を締結し独自のガイドライ

ンを作成、 感染拡大防止策を講じた上での撮影・編集業務を継続しています。

こうした中、 当社グループでは、 グループ一体経営、 「掘り下げる・拡げる」の事業展開方針に沿った事業及び組織、 とい

う二つの観点から今後のあり方について議論を進め、 中期経営計画を策定、 2020年8月24日に公表して、 その早期実行に

取り組んできました。

当連結会計年度の売上高は、 上記の緊急事態宣言下における撮影・編集業務の中止・延期等の直接的な影響に加え、

動画広告事業において大手広告会社からの受注の減少が顕著に現れたほか、 広告関連事業における各種イベントの中止・

延期の継続、 ソリューション事業における緊急事態宣言下での営業活動自粛を受けた受注減等の影響を受け、 通期実績で

は各事業において前年同期比で大幅な減少となりました。しかしながら、 足元の第4四半期連結会計期間の売上高は、 新型

コロナウイルス感染拡大の影響が継続しているイベント事業を含む広告関連事業と海外事業では引き続き前年同期比減少し

たものの、 動画広告事業とソリューション事業ではほぼ前年同期並みとなっています。

一方、 利益面では、 中期経営計画にて謳った最大20億円のコスト削減を前倒しで実施すべく、 旅費交通費、 接待交際

費等の費用削減を徹底していること、 新型コロナウイルスの影響で中止・延期となった案件の実費請求等の影響もあり一時的

に低下した実行利益率が改善していること等により、 上期は損失を計上した営業利益が下期は黒字化しました。

特別損失については、 中期経営計画に基づき、 連結子会社を「コンテンツプロデュース事業」と「コミュニケーションデザイ

ン事業」の2事業体制に集約し、 連結子会社10社を削減する大規模な組織再編を行うとともに、 新型コロナウイルスの感染拡

大に伴い2020年2月より実施した在宅勤務の推奨を、 従業員の健康・安全を守りつつ多様な働き方を支援するため、 今後も

継続することとし、 オフィスの集約、 削減（＊）も進めてまいりました。その結果、 これらに係る固定資産の除却損、 原状回

復工事の費用やその期間の賃借料等を一括し、 事業構造改善費用として946百万円計上しました。また、 当社の連結子会

社において、 新型コロナウイルス感染拡大の影響等により、 投資時における事業計画値と実績値との乖離が発生しているこ

とから、 のれんの減損損失300百万円を計上しました。

　 ＊削減拠点数（面積縮小を伴う移転、 一部返却を含む）：17拠点

その結果、当連結会計年度の連結業績は、売上高51,087百万円（前年同期比21.7％減）、営業損失727百万円（前

年同期は営業利益2,118百万円）、経常損失1,149百万円（前年同期は経常利益1,763百万円）、親会社株主に帰属す

る当期純損失2,552百万円（前年同期は親会社株主に帰属する当期純損失1,280百万円）となりました。なお、販売

費及び一般管理費には、Ｍ＆Ａによるのれん償却額323百万円が含まれております。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、前連結会計年度末と比べて1,642百

万円増加し、10,703百万円となりました。

当連結会計年度に係る区分ごとのキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。
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(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果得られた資金は、2,892百万円（前年同期は1,198百万円の獲得）となりました。主な要因は、売

上債権の減少4,484百万円、仕入債務の減少1,532百万円、税金等調整前当期純損失2,457百万円であります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果使用した資金は、843百万円（前年同期は1,561百万円の使用）となりました。主な収入要因は、

敷金及び保証金の回収による収入144百万円であり、主な支出要因は、有形固定資産の取得による支出447百万円、

敷金及び保証金の差入による支出283百万円、出資金の払込による支出235百万円であります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果使用した資金は、397百万円（前年同期は336百万円の使用）となりました。主な収入要因は、長

期借入れによる収入7,200百万円であり、主な支出要因は、短期借入金の減少3,200百万円、長期借入金の返済によ

る支出3,793百万円であります。

(3) 生産、受注及び販売の実績

① 生産実績

当社グループの制作物の内容及び金額は、それぞれの制作物により異なり、また、生産実績の表示が困難であり

ます。従って、生産実績の記載はしておりません。

② 受注状況

当連結会計年度の受注実績は次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高(千円) 前期比(％) 受注残高(千円) 前期比(％)

広告事業 49,787,268 74.7 13,305,962 91.1

合計 49,787,268 74.7 13,305,962 91.1
　

(注)１ 当社の事業は単一セグメントであります。

２ 数量については、受注内容によって単価等が異なり、数量表示が適切でないため記載しておりません。

３ 金額には、消費税等は含まれておりません。

４ 受注残高の金額は、グループ間取引控除後になっております。

③ 販売実績

当連結会計年度の販売実績は次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高（千円） 前期比(％)

広告事業 51,087,544 78.3

合計 51,087,544 78.3
　

(注)１ 当社の事業は単一セグメントであります。

２ 数量については、受注内容によって単価等が異なり、数量表示が適切でないため記載しておりません。

３ 金額には、消費税等は含まれておりません。

４ 当連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前連結会計年度
(自 2019年１月１日
至 2019年12月31日)

当連結会計年度
(自 2020年１月１日
至 2020年12月31日)

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

株式会社電通 11,544,868 17.7 9,607,094 18.8

株式会社博報堂 13,830,918 21.2 9,647,528 18.9
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［経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容］

経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりでありま

す。なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。

当社グループの連結財務諸表の作成にあたっては、決算日における資産・負債の報告金額及び報告期間における

収益・費用の報告金額に影響する見積り及び判断、仮定を必要としております。過去の実績や状況を踏まえ合理的

と考えられる様々な要因に基づき、継続的に見積り及び判断、仮定を行っておりますが、実際の結果は見積り特有

の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。

当社グループが採用しております会計方針のうち、重要なものにつきましては、「第５ 経理の状況」の「連結財

務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載しております。なお、会計上の見積りにあたっての新型コロナ

ウイルス感染症の影響につきましては、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 （１）連結財務諸表 注記事

項 （追加情報）」及び「第５ 経理の状況 ２ 財務諸表等 （１）財務諸表 注記事項 （追加情報）」に記

載のとおりであります。

(2) 財政状態の分析

当社の当連結会計年度の財政状態は、以下のとおりであります。

当連結会計年度末における総資産は、前連結会計年度末に比べて4,669百万円減少し、48,682百万円となりまし

た。主な要因は、現金及び預金が1,702百万円増加しましたが、受取手形及び売掛金が3,651百万円、電子記録債権

が850百万円、有形固定資産が827百万円、それぞれ減少したことによるものです。

負債は、前連結会計年度末に比べて1,537百万円減少し、28,451百万円となりました。主な要因は、長期借入金が

2,102百万円、一年内返済予定の長期借入金が1,300百万円、それぞれ増加しましたが、短期借入金が3,200百万円減

少したことによるものです。

純資産は、前連結会計年度末に比べて3,132百万円減少し、20,231百万円となりました。主な要因は、利益剰余金

が親会社株主に帰属する当期純損失の計上により2,552百万円、配当金の支払いにより286百万円、それぞれ減少し

したことによるものです。

(3) 経営成績の分析

① 売上高、売上総利益及び営業利益

当連結会計年度の売上高は、新型コロナウイルスの感染拡大のため、4月から5月の緊急事態宣言発令下では撮

影・編集スタジオの臨時休業、広告会社・広告主に対して撮影の延期要請を行い、緊急事態宣言解除後は感染拡大

防止策を講じた上での撮影・編集業務を行ってまいりましたが、動画広告制作において大手広告会社からの受注の

減少が顕著に現れたほか、各種イベントの中止や延期等により前年同期比で大幅な減少となり、前連結会計年度に

比べ14,142百万円減少し51,087百万円（前期比21.7％減）となりました。

利益面では、旅費交通費、 接待交際費等の販売管理費の削減を徹底している一方で、 売上の大幅な減少に伴い利益

率の低下もあり、売上総利益は、7,220百万円（前期比38.4％減）となり前連結会計年度に比べ4,494百万円の減益、

営業損失は727百万円（前期は営業利益2,118百万円）となり前連結会計年度に比べ2,845百万円の減益となりまし

た。

② 営業外収益（費用）及び経常利益

当連結会計年度の営業外収益は465百万円となり、主な内訳は助成金収入279百万円であります。持分法適用会社

に係るのれん相当額について減損損失を計上したこと等により、営業外費用は887百万円となり、主な内訳は持分法

による投資損失440百万円であります。

当連結会計年度の経常損失は、1,149百万円（前期は経常利益1,763百万円）となり前連結会計年度に比べ2,912百

万円減少となりました。
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③ 特別損益及び親会社株主に帰属する当期純利益

関係会社株式の売却等により、当連結会計年度の特別利益は78百万円となり、主な内訳は関係会社株式売却益34

百万円、新株予約権戻入益34百万円であります。また、中期経営計画に基づく連結子会社の合併や各事業所の統廃

合を伴う抜本的な構造改革の実施による事業構造改善費用やのれんの減損損失等により、特別損失は1,386百万円と

なり、主な内訳は事業構造改善費用946百万円及び減損損失300百万円であります。

この結果、当連結会計年度は親会社株主に帰属する当期純損失2,552百万円（前期は親会社株主に帰属する当期純

損失1,280百万円）となりました。

(4) 資本の財源及び資金の流動性

① キャッシュ・フロー

当連結会計年度のキャッシュ・フローについては、「第２ 事業の概況 ３ 経営者による財政状態、経営成績及

びキャッシュ・フローの状況の分析 ［経営成績等の状況の概要］（2）キャッシュ・フローの状況」に記載のとお

りであります。

② 資金需要

当社グループの主な資金需要は、動画広告制作費の支払い、人件費をはじめとする販売費及び一般管理費の支払

い等、事業運営のための運転資金であります。これらの資金需要に対応するため、極度額12,000百万円のシンジケ

ーション方式によるコミットメントライン契約を2017年９月に締結しております。
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４ 【経営上の重要な契約等】

当社は、2020年10月19日開催の取締役会決議に基づき、2021年１月４日付で、当社の連結子会社である株式会社

ティー・ワイ・オーの事業の一部を会社分割するとともに、同社及び株式会社デジタル・ガーデンを存続会社とす

る連結子会社間の吸収合併及び商号変更を実施いたしました。

詳細は、「第５経理の状況 １．連結財務諸表等（1）連結財務諸表 注記事項（重要な後発事項）」に記載のとお

りであります。

５ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資については、以下のとおり実施しております。なお、有形固定資産の他、無形固定資産

への設備投資を含めて記載しております。

当連結会計年度の主な設備投資は、オフィス移転やレイアウト変更に伴う設備等の取得、撮影機材及び映像編集機

材等の取得を中心とする総額762百万円の投資を実施しました。

なお、当社グループは広告事業の単一セグメントであり、セグメント別の記載を省略しております。
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２ 【主要な設備の状況】

当企業グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。

(1) 提出会社

　 2020年12月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメント

の名称
設備の内容

帳簿価額（千円）

従業員数
(人)

建物
工具、器
具及び備

品
合計

本社(東京都品川区) ― 本社機能 70,470 22,014 92,485 168

(注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　

(2) 国内子会社

2020年12月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメント

の名称
設備の内容

帳簿価額（千円）

従業員数
(人)建物及び

構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積㎡)

リース
資産

その他 合計

㈱AOI Pro.

本社及び新橋
分室・赤坂分
室・赤坂サテ
ライト(東京都
品川区・中央
区・港区)

広告事業
事務所
及び

本社機能
281,817 3,307 ― 676 170,173 455,974 401

㈱AOI Pro.
スタジオ
(神奈川県
横浜市)

広告事業
撮影

スタジオ
(注)５

575,286 397
3,437,296
(5,876.32)

― ― 4,012,979 ―

㈱ティー・ワ

イ・オー

本社及び各事

業部オフィス

(東京都

渋谷区・品川

区・東村山市)

広告事業
事務所
及び

本社機能
234,366 8,520 ― ― 87,566 330,453 437

㈱デジタル・
ガーデン

本社
(東京都
渋谷区)

広告事業
事務所
映像編集
設備

182,424 98,935
831

(15.90)
4,092 149,062 435,345 153

㈱TTR
本社

(東京都港区)
広告事業

事務所
映像編集
設備

26,741 ― ― 2,802 147,715 177,259 118

㈱ゼオ

本社

(東京都渋谷

区)

広告事業 事務所等 39,588 ―
130,000
(138.71)

778 555 170,922 66

㈱メディア
・ガーデン

本社及び倉庫
(神奈川県
横浜市・川崎

市)

広告事業
撮影

スタジオ
機材倉庫

122,277 4,274 ― 11,108 122,448 260,110 49

(注) １．現在休止中の主要な設備はありません。

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

３．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品、建設仮勘定であります。

４．上記国内子会社の賃貸設備は、建物賃貸契約により使用しており、賃貸料は次のとおりであります。

会社名 年間賃借料（千円）

㈱AOI Pro. 242,082

㈱TTR 141,469

５．AOI Pro.所有のスタジオ施設すべてを、㈱メディア・ガーデンに貸与しております。

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

該当事項はありません。
　　

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

　

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

② 【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(2020年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2021年３月25日)

上場金融商品取引所名又は登録
認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 24,566,447 24,566,447
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株
であります。

計 24,566,447 24,566,447 ― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

株式会社AOI Pro.及び株式会社ティー・ワイ・オーが発行した新株予約権は、2017年１月４日をもって消滅し、

同日当該新株予約権の新株予約権者に対してこれに代わる当社の新株予約権を交付いたしました。当社が承継した

新株予約権の内容は以下のとおりであります。

AOI TYO Holdings株式会社第２回新株予約権

2012年11月12日株式会社AOI Pro.取締役会決議
(付与対象者の区分及び人数：同社取締役８名)

事業年度末現在
(2020年12月31日)

提出日の前月末現在
(2021年２月28日)

新株予約権の数(個) 100 (注)１ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 50,000 (注)２ 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) １ 同左

新株予約権の行使期間
自 2017年１月４日
至 2042年11月27日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 ：１
同左

資本組入額：１ (注)３

新株予約権の行使の条件 (注)４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡について
は、取締役会の承認を要し
ます。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)５ 同左

(注) １．新株予約権１個当たりの目的となる株式数は、500株とします。

２．新株予約権を割り当てる日(以下「割当日」)以降、当社が当社普通株式の株式分割(当社普通株式の株式無

償割当を含む。以下、株式分割の記載につき同じ)または株式併合を行う場合には、次の算式により付与株

式数の調整を行い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割または株式併合の比率

調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日(基準日を定めないときはその効力

発生日)以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して

資本金または準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式分割が行われる場

合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当

該株主総会の終結の日の翌日以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。

また、割当日以降、当社が合併または会社分割を行う場合その他これらの場合に準じて付与株式数の調整を

必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与株式数を適切に調整することができる。

３．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

(1) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１

項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、

これを切り上げる。

(2) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記(1)記載の資本

金等増加限度額から上記(1)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。
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４．新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権者は、上記行使期間内において、株式会社AOI Pro.の取締役の地位を喪失した日(以下「地

位喪失日」)の翌日以降、新株予約権を行使することができる。ただし、この場合、乙は、地位喪失日

の翌日から５年を経過する日までの間に限り、本新株予約権を行使することができる。

(2) 上記(1)にかかわらず、新株予約権者は、上記行使期間内において、以下の①または②に定める場合(た

だし、②については、下記６．に従って新株予約権者に再編対象会社の新株予約権が交付される旨が合

併契約、株式交換契約もしくは株式移転計画において定められている場合を除く)には、それぞれに定

める期間内に限り新株予約権を行使できる。

① 新株予約権者が2041年11月27日に至るまでに地位喪失日を迎えなかった場合

2041年11月28日から2042年11月27日

② 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案または当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式

移転計画承認の議案につき株主総会で承認された場合(株主総会決議が不要な場合は、取締役会決議

がなされた場合)

当該承認日の翌日から15日間

(3) 上記(1)及び(2)①は、新株予約権を相続により承継した者については適用しない。

(4) 新株予約権者が新株予約権を放棄した場合、当該新株予約権を行使することができない。

５．当社が、合併(当社が合併により消滅する場合に限る)、吸収分割もしくは新設分割(それぞれ当社が分割会

社となる場合に限る)または株式交換もしくは株式移転(それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る)(以上

を総称して以下「組織再編行為」)をする場合には、組織再編行為の効力発生日(吸収合併につき吸収合併が

その効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効

力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生

ずる日及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ)の直前において残存する

新株予約権(以下「残存新株予約権」)を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第

236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社(以下「再編対象会社」)の新株予約権をそれぞれ交付す

ることとする。ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新

設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めることを条件と

する。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記３．に準じて決定する。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定められる再編後行使価額に

上記(3)に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金

額とする。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができ

る再編対象会社の株式１株当たり１円とする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

上記行使期間に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日の

うちいずれか遅い日から、上記行使期間に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日まで

とする。

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記４．に準じて決定する。

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要する。

(8) 新株予約権の取得条項

以下の(①、②、③、④または⑤の議案につき当社株主総会で承認された場合(株主総会決議が不要の場

合は、当社の取締役会決議がなされた場合)は、当社取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予

約権を取得することができる。

① 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

② 当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議案

③ 当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案

④ 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要すること

についての定めを設ける定款の変更承認の議案

⑤ 新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について当社の承

認を要することもしくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得する

ことについての定めを設ける定款の変更承認の議案

(9) その他の新株予約権の行使の条件

上記５．に準じて決定する。
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AOI TYO Holdings株式会社第５回新株予約権

2011年１月14日株式会社ティー・ワイ・オー取締役会決議
(付与対象者の区分及び人数：同社取締役12名)

事業年度末現在
(2020年12月31日)

提出日の前月末現在
(2021年２月28日)

新株予約権の数(個) 358 (注)１ ― (注)７

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 ―

新株予約権の目的となる株式の数(株) 32,220 (注)２ ―

新株予約権の行使時の払込金額(円) 289 ―

新株予約権の行使期間
自 2017年１月４日
至 2021年１月14日

―

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 ：289
―

資本組入額：145 (注)３

新株予約権の行使の条件 (注)４ ―

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡について
は、取締役会の承認を要し
ます。

―

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)５ ―

(注) １．新株予約権１個当たりの目的となる株式数は、90株とします。

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合、当社は次の計算により目的たる株式の数を調整する。ただし、

かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的たる株式の数についての

み行い、調整の結果生じる１株未満の端数を切り捨てる。

調整後株式数＝調整前株式数×分割または併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本新株予約権が承継される場合、または当社が吸収分

割もしくは新設分割を行う場合、当社は目的たる株式の数を調整することができる。

３．新株予約権の行使により株式が発行される場合の新株式の発行価額のうち、資本に組み入れる額

新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に

より算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数はこれを切り

上げるものとする。

４．新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、株式会社ティー・ワイ・オーまたはその関係会

社の取締役、監査役もしくは従業員の地位にあることを要する。ただし、定年退職、その他当社取締役

会が新株予約権の継続保有を相当と認める正当な理由のある場合にはこの限りではない。

(2) 新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものとする。

(3) 権利行使期間中に新株予約権の割当を受けた者が死亡した場合は、法定相続人１名に限り新株予約権を

承継することができる。ただし、再承継はできない。

(4) 新株予約権の行使に係る払込金額の年間(１月１日から12月31日)の合計額が1,200万円を超過すること

となる権利行使はできないものとする。

(5) その他の権利行使の条件については、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結する「新株予約

権割当契約書」に定めるところによる。
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５．当社が、合併(当社が合併により消滅する場合に限る)、吸収分割もしくは新設分割(それぞれ当社が分割会

社となる場合に限る)、または株式交換もしくは株式移転(それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る)(以

上を総称して以下「組織再編行為」)をする場合において、組織再編行為の効力発生日(吸収合併につき吸収

合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収分割につき吸収分割が

その効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を

生ずる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ)の直前において残存

する新株予約権(以下「残存新株予約権」)を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法

第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社(以下「再編対象会社」)の新株予約権をそれぞれ交

付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発

行するものとする。ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契

約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めることを

条件とする。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上決定する。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案の上、

調整して得られる再編後行使価額に上記(3)に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対

象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

上記行使期間に定める新株予約権の権利行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか

遅い日から、上記行使期間に定める新株予約権の権利行使期間の満了日までとする。

(6) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要する。

(7) 新株予約権の取得の事由及び条件

下記７．に準じて決定する。

６．会社が新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件

(1) 当社が消滅会社となる合併契約または当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画が当

社株主総会または取締役会で承認された場合、当社は、当社取締役会において別途決定する日におい

て、新株予約権を無償で取得することができる。

(2) 対象者が新株予約権の全部または一部を放棄した場合は、当社は放棄された新株予約権を無償で取得す

ることができる。

(3) 対象者が、新株予約権の行使の条件に該当しなくなった場合、当社は、当社取締役会において別途決定

する日において、新株予約権を無償で取得することができる。

(4) 本項に定める新株予約権の取得事由は、対象者より新株予約権を承継した者にもその性質に反しない限

り適用される。

７．本新株予約権は、2021年１月14日をもって行使期間が終了しております。
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AOI TYO Holdings株式会社第６回新株予約権

2011年１月14日株式会社ティー・ワイ・オー取締役会決議
(付与対象者の区分及び人数：同社取締役１名、同社従業員30名、同社子会社取締役９名、同社子会社従業員７名)

事業年度末現在
(2020年12月31日)

提出日の前月末現在
(2021年２月28日)

新株予約権の数(個) 148 (注)１ ― (注)７

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 ―

新株予約権の目的となる株式の数(株) 13,320 (注)２ ―

新株予約権の行使時の払込金額(円) 289 ―

新株予約権の行使期間
自 2017年１月４日
至 2021年１月14日

―

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 ：289
―

資本組入額：145 (注)３

新株予約権の行使の条件 (注)４ ―

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡について
は、取締役会の承認を要し
ます。

―

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)５ ―

　
(注) １．新株予約権１個当たりの目的となる株式数は、90株とします。

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合、当社は次の計算により目的たる株式の数を調整する。ただし、

かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的たる株式の数についての

み行い、調整の結果生じる１株未満の端数を切り捨てる。

調整後株式数＝調整前株式数×分割または併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本新株予約権が承継される場合、または当社が吸収分

割もしくは新設分割を行う場合、当社は目的たる株式の数を調整することができる。

３．新株予約権の行使により株式が発行される場合の新株式の発行価額のうち、資本に組み入れる額

新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に

より算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数はこれを切り

上げるものとする。

４．新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、株式会社ティー・ワイ・オーまたはその関係会

社の取締役、監査役もしくは従業員の地位にあることを要する。ただし、定年退職、その他当社取締役

会が新株予約権の継続保有を相当と認める正当な理由のある場合にはこの限りではない。

(2) 新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものとする。

(3) 権利行使期間中に新株予約権の割当を受けた者が死亡した場合は、法定相続人１名に限り新株予約権を

承継することができる。ただし、再承継はできない。

(4) 新株予約権の行使に係る払込金額の年間(１月１日から12月31日)の合計額が1,200万円を超過すること

となる権利行使はできないものとする。

(5) その他の権利行使の条件については、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結する「新株予約

権割当契約書」に定めるところによる。
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５．当社が、合併(当社が合併により消滅する場合に限る)、吸収分割もしくは新設分割(それぞれ当社が分割会

社となる場合に限る)、または株式交換もしくは株式移転(それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る)(以

上を総称して以下「組織再編行為」)をする場合において、組織再編行為の効力発生日(吸収合併につき吸収

合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収分割につき吸収分割が

その効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を

生ずる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ)の直前において残存

する新株予約権(以下「残存新株予約権」)を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法

第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社(以下「再編対象会社」)の新株予約権をそれぞれ交

付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発

行するものとする。ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契

約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めることを

条件とする。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上決定する。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案の上、

調整して得られる再編後行使価額に上記(3)に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対

象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

上記行使期間に定める新株予約権の権利行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか

遅い日から、上記行使期間に定める新株予約権の権利行使期間の満了日までとする。

(6) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要する。

(7) 新株予約権の取得の事由及び条件

下記７．に準じて決定する。

６．会社が新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件

(1) 当社が消滅会社となる合併契約または当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画が当

社株主総会または取締役会で承認された場合、当社は、当社取締役会において別途決定する日におい

て、新株予約権を無償で取得することができる。

(2) 対象者が新株予約権の全部または一部を放棄した場合は、当社は放棄された新株予約権を無償で取得す

ることができる。

(3) 対象者が、新株予約権の行使の条件に該当しなくなった場合、当社は、当社取締役会において別途決定

する日において、新株予約権を無償で取得することができる。

(4) 本項に定める新株予約権の取得事由は、対象者より新株予約権を承継した者にもその性質に反しない限

り適用される。

７．本新株予約権は、2021年１月14日をもって行使期間が終了しております。
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AOI TYO Holdings株式会社第７回新株予約権

2014年12月25日ティー・ワイ・オー取締役会決議
(付与対象者の区分及び人数：同社取締役４名)

事業年度末現在
(2020年12月31日)

提出日の前月末現在
(2021年２月28日)

新株予約権の数(個) 6,747 (注)１ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 121,446 (注)２ 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1,045 同左

新株予約権の行使期間
自 2017年１月４日
至 2024年12月25日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 ：1,045
同左

資本組入額： 523 (注)３

新株予約権の行使の条件 (注)４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡について
は、取締役会の承認を要し
ます。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)５ 同左

　
(注) １．新株予約権１個当たりの目的となる株式数は、18株とします。

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合、当社は次の算式により目的となる株式の数を調整するものとす

る。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的たる株式の

数についてのみ行い、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割または併合の比率

また、当社が他社と合併、会社分割または株式交換もしくは株式移転(それぞれ当社が完全親会社となる場

合に限る)など、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合、当社は合理的な範囲内で

付与株式数を調整することができるものとする。

３．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額

(1) 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格は、行使価額と同額とする。

(2) 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の資本組入額

① 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第

１項により算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数

はこれを切り上げるものとする。

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本

金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

４．新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、株式会社ティー・ワイ・オーまたはその関係会

社の取締役、監査役、もしくは従業員の地位にあることを要する。ただし、任期満了による退任、定年

退職その他正当な理由のある場合にはこの限りではない。

(2) 新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものとする。

(3) 権利行使期間中に新株予約権の割当を受けた者が死亡した場合は、法定相続人１名に限り新株予約権を

承継することができるものとする。ただし、再承継はできないものとする。

(4) 新株予約権の行使に係る払込金額の年間(１月１日から12月31日まで)の合計額が1,200万円を超過する

こととなる権利行使はできないものとする。

(5) その他の権利行使の条件は、当社と対象者との間で締結する新株予約権の割当に関する契約に定めると

ころによる。
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５．当社が消滅会社となる合併、当社が分割会社となる吸収分割もしくは新設分割、または当社が完全子会社と

なる株式交換もしくは株式移転(以下を総称して「組織再編成行為」)に際して、以下の各号に沿って会社法

第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社(以下「再編成対象会社」)の新株予約権を交付する

旨を契約書または計画書等において定めた場合には、組織再編成行為の効力発生日(吸収合併につき吸収合

併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収分割につき吸収分割がそ

の効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効力

を生ずる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。)の直前において

残存する新株予約権(以下「残存新株予約権」)を保有する新株予約権者に対し、各組織再編成行為に係る契

約書または計画書等の定めるところにより、再編成対象会社の新株予約権をそれぞれ交付することとする。

この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編成対象会社は新株予約権を新たに発行するものとす

る。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編成行為の条件等を勘案のうえ、上記新株予約権の目的となる株式の数に準じて決定する。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、調整後行使価額に、上記(3)に従っ

て決定される当該各新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

上記行使期間の開始日または組織再編成行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記行使期間の

満了日までとする。

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記４．(2)に準じて決定する。

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の承認を要するものとする。

(8) 新株予約権の取得の事由及び条件

下記７．に準じて決定する。

６．自己新株予約権の取得の事由及び取得の条件

(1) 当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画または当社が完全子

会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画が当社株主総会または取締役会で承認された場合、当社

は、当社取締役会において別途決定する日において、新株予約権を無償で取得することができるものと

する。

(2) 対象者が新株予約権の全部または一部を放棄した場合は、当社は放棄された新株予約権を無償で取得す

ることができるものとする。

(3) 対象者が「新株予約権の行使の条件」に該当しなくなった場合、当社は、当社取締役会において別途決

定する日において、新株予約権を無償で取得することができるものとする。

(4) 本項に定める新株予約権の取得事由は、対象者より新株予約権を承継した者にもその性質に反しない限

り適用されるものとする。
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AOI TYO Holdings株式会社第８回新株予約権

2014年12月25日ティー・ワイ・オー取締役会決議
(付与対象者の区分及び人数：同社従業員34名、同社子会社取締役８名)

事業年度末現在
（2020年12月31日）

提出日の前月末現在
（2021年２月28日）

新株予約権の数(個) 7,110 (注)１ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 127,980 (注)２ 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1,045 同左

新株予約権の行使期間
自 2017年１月４日
至 2024年12月25日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 ：1,045
同左

資本組入額： 523 (注)３

新株予約権の行使の条件 (注)４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡について
は、取締役会の承認を要し
ます。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)５ 同左

　
(注) １．新株予約権１個当たりの目的となる株式数は、18株とします。

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合、株式会社ティー・ワイ・オーは次の算式により目的となる株式

の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株

予約権の目的たる株式の数についてのみ行い、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨

てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割または併合の比率

また、当社が他社と合併、会社分割または株式交換もしくは株式移転(それぞれ当社が完全親会社となる場

合に限る)など、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合、当社は合理的な範囲内で

付与株式数を調整することができるものとする。

３．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額

(1) 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格は、行使価額と同額とする。

(2) 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の資本組入額

① 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第

１項により算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数

はこれを切り上げるものとする。

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本

金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

４．新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、当社またはその関係会社の取締役、監査役、も

しくは従業員の地位にあることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由の

ある場合にはこの限りではない。

(2) 新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものとする。

(3) 権利行使期間中に新株予約権の割当を受けた者が死亡した場合は、法定相続人１名に限り新株予約権を

承継することができるものとする。ただし、再承継はできないものとする。

(4) 新株予約権の行使に係る払込金額の年間(１月１日から12月31日)の合計額が1,200万円を超過すること

となる権利行使はできないものとする。

(5) その他の権利行使の条件は、当社と対象者との間で締結する新株予約権の割当に関する契約に定めると

ころによる。
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５．当社が消滅会社となる合併、当社が分割会社となる吸収分割もしくは新設分割、または当社が完全子会社と

なる株式交換もしくは株式移転(以下を総称して「組織再編成行為」)に際して、以下の各号に沿って会社法

第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社(以下「再編成対象会社」)の新株予約権を交付する

旨を契約書または計画書等において定めた場合には、組織再編成行為の効力発生日(吸収合併につき吸収合

併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収分割につき吸収分割がそ

の効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効力

を生ずる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ)の直前において残

存する新株予約権(以下「残存新株予約権」)を保有する新株予約権者に対し、各組織再編成行為に係る契約

書または計画書等の定めるところにより、再編成対象会社の新株予約権をそれぞれ交付することとする。こ

の場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編成対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編成行為の条件等を勘案の上、「新株予約権の目的となる株式の数」に準じて決定する。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、調整後行使価額に、上記(3)に従っ

て決定される当該各新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

上記行使期間の開始日または組織再編成行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記行使期間の

満了日までとする。

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記４．(2)に準じて決定する。

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の承認を要するものとする。

(8) 新株予約権の取得の事由及び条件

下記７．に準じて決定する。

６．自己新株予約権の取得の事由及び取得の条件

(1) 当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画または当社が完全子

会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画が当社株主総会または取締役会で承認された場合、当社

は、当社取締役会において別途決定する日において、新株予約権を無償で取得することができるものと

する。

(2) 対象者が新株予約権の全部または一部を放棄した場合は、当社は放棄された新株予約権を無償で取得す

ることができるものとする。

(3) 対象者が上記新株予約権の行使の条件に該当しなくなった場合、当社は、当社取締役会において別途決

定する日において、新株予約権を無償で取得することができるものとする。

(4) 本項に定める新株予約権の取得事由は、対象者より新株予約権を承継した者にもその性質に反しない限

り適用されるものとする。

② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

③ 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2017年１月４日
(注)

24,566,447 24,566,447 5,000,000 5,000,000 1,250,000 1,250,000

（注）2017年１月４日付で株式会社AOI Pro.と株式会社ティー・ワイ・オーの共同株式移転の方法により当社が設

立されたことによるものであります。
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(5) 【所有者別状況】

2020年12月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

― 28 24 95 64 27 9,497 9,735 ―

所有株式数
(単元)

― 51,910 3,917 36,361 18,640 158 131,882 242,868 279,647

所有株式数
の割合(％)

― 21.37 1.61 14.97 7.68 0.07 54.30 100.00 ―
　

(注)１ 「金融機関」には、「株式給付信託（BBT）」の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行（信託E口）

が所有する4,112単元が含まれております。

２ 自己株式677,098株は、「個人その他」に6,770単元、「単元未満株式の状況」に98株含まれております。

３ 上記「その他の法人」には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が２単元含まれております。

(6) 【大株主の状況】

2020年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町二丁目11番3号 1,357 5.68

株式会社コスモチャンネル
神奈川県横浜市青葉区美しが丘一丁目12番
32号

1,153 4.83

株式会社IMAGICA GROUP 東京都品川区東五反田二丁目14番１号 1,018 4.26

株式会社日本カストディ銀行
（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番12号 849 3.56

竹林 嘉浩 京都府京都市伏見区 515 2.16

フィールズ株式会社 東京都渋谷区南平台町16番17号 479 2.01

住友不動産株式会社 東京都新宿区西新宿二丁目４番１号 452 1.89

株式会社日本カストディ銀行
（信託E口）

東京都中央区晴海一丁目８番12号 411 1.72

原 仁 神奈川県横浜市青葉区 400 1.67

AOI TYO Holdings従業員持株会 東京都品川区大崎一丁目５番１号 367 1.54

計 ― 7,004 29.32
　

(注) １　当社の自己株式は、議決権がないため、上記の表には含めておりません。

２ 当社は、自己株式677,098株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。自己株式には、

株式給付信託(BBT)制度導入において設定した、株式会社日本カストディ銀行(信託E口)所有の当社株式

411,200株を含んでおりません。

３ 日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)及び株式会社日本カストディ銀行(信託口)、株式会社日本

カストディ銀行(信託E口)の持株数は、全て信託業務に係る株式数です。
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４ 2020年12月22日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、株式会社みずほ銀行

及びみずほ信託銀行株式会社、アセットマネジメントOne株式会社により、2020年12月15日現在で以下の株

式を所有している旨が記載されているものの、当社として2020年12月31日現在における実質所有株式数を確

認できないため、上記大株主の状況は、2020年12月31日現在の株主名簿に基づいて記載しております。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）
株券等保有割合

（％）

(株)みずほ銀行
東京都千代田区大手町一丁目
５番５号

131,500 0.54

みずほ信託銀行(株)
東京都中央区八重洲一丁目２
番１号

411,200 1.67

アセットマネジメントOne(株)
東京都千代田区丸の内一丁目
８番２号

459,600 1.87

５ 2020年５月21日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、三井住友信託銀行株

式会社及び三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社、日興アセットマネジメント株式会社によ

り、2020年５月15日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2020年12月31

日現在における実質所有株式数を確認できないため、上記大株主の状況は、2020年12月31日現在の株主名簿

に基づいて記載しております。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）
株券等保有割合

（％）

三井住友信託銀行(株)
東京都千代田区丸の内一丁目
４番１号

212,500 0.87

三井住友トラスト・アセットマ
ネジメント(株)

東京都港区芝公園一丁目１番
１号

466,688 1.90

日興アセットマネジメント(株)
東京都港区赤坂九丁目７番１
号

879,700 3.58

６ 2020年５月12日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、ラッセル・インベス

トメント・インプリメンテーション・サービシーズ・エル・エル・シーにより、2020年４月30日現在で以下

の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2020年12月31日現在における実質所有株式数

を確認できないため、上記大株主の状況は、2020年12月31日現在の株主名簿に基づいて記載しております。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）
株券等保有割合

（％）

ラッセル・インベストメント・
インプリメンテーション・サー
ビシーズ・エル・エル・シー
(RUSSELL INVESTMENTS
IMPLEMENTATION SERVICES, LLC)

アメリカ合衆国 98101 ワシ
ントン州 シアトル市 2番街
1301 18階

934,000 3.80

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2020年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式 677,000
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 23,609,800 236,098 ―

単元未満株式 普通株式 279,647 ― ―

発行済株式総数 24,566,447 ― ―

総株主の議決権 ― 236,098 ―
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(注)１ 「完全議決権株式(自己株式等)」の欄は、全て当社保有の自己株式であります。

２ 「完全議決権株式(その他)」の普通株式数には、「株式給付信託(BBT)」の信託財産として株式会社日本

カストディ銀行（信託E口）が所有する株式411,200株(議決権の数4,112個)が含まれております。

３ 「単元未満株式」の普通株式には、当社所有の自己株式98株が含まれております。

② 【自己株式等】

2020年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
AOI TYO Holdings株式会社

東京都品川区大崎一丁目
５番１号

677,000 ― 677,000 2.75

計 ― 677,000 ― 677,000 2.75

(注) 「株式給付信託(BBT)」の信託財産として株式会社日本カストディ銀行(信託E口)が所有する株式411,200株につ

いては、上記の自己株式等に含まれておりません。

(8)【役員・従業員株式所有制度の内容】

〔取締役に対する業績連動型株式報酬制度の導入〕

当社は、2018年３月28日開催の第１期定時株主総会決議に基づき、2018年５月15日より業績連動型株式報酬制

度として「株式給付信託（BBT（＝Board Benefit Trust））」を導入しております。また、2021年1月の組織再編

に伴い、2021年３月25日開催の第４期定時株主総会において、対象者を当社の取締役（監査等委員である取締役

及び社外取締役を除く）並びに株式会社AOI Pro.、株式会社xpd、及び株式会社TYOの取締役（業務執行取締役で

ない取締役を除く）に改定することを決議いただきました。

a.本制度の概要

当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、対象取締役に対して、当社が定める役員

株式給付規程に従って、当社株式及び当社株式を時価で換算した金額相当の金銭が本信託を通じて給付される業

績連動型株式報酬制度です。なお、対象取締役が当社株式等の給付を受ける時期は、原則として対象取締役の退

任時となります。

b.取締役等に給付する予定の株式の総数

411,200株

c.BBT制度による受益権その他の権利を受けることができる者の範囲

取締役等を退任した者のうち役員株式給付規程に定める受益者要件を満たす者
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 1,404 728

当期間における取得自己株式 218 97

(注) 当期間における取得自己株式には、2021年３月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

による株式数は含めておりません。

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（千円）
株式数（株）

処分価額の総額
（千円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、株式交付、会社分割に係
る移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他（ストックオプションの権利行使

及び買増請求による売渡）
14,970 16,586 2,250 2,490

保有自己株式数 677,098 ― 675,066 ―

(注)１ 「保有自己株式数」には、株式会社日本カストディ銀行（信託E口）所有の当社株式411,200株は含めており

ません。なお、株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が所有している当社株式は、連結財務諸表及び財

務諸表において自己株式数として表示しております。

２ 当期間における保有自己株式には、2021年３月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買増に

よる株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、連結配当性向30％以上を基本方針としており、利益還元につきましては、恒常的な業績向上と業績に応

じた適正な利益配分を継続的に実施することを目指しております。

当社は、中間配当を行うことができる旨を定款に定めており、剰余金の配当は中間配当及び期末配当の年２回を

基本方針としております。配当の決定機関は、中間配当が取締役会、期末配当が株主総会であります。

当事業年度の剰余金の配当につきましては、新型コロナウイルス感染拡大により通期連結業績が不透明であった

ことから中間配当は取りやめさせていただきましたが、上記の基本方針、経営成績及び財政状態を勘案し、連結配

当性向30%以上を基本方針としつつも、安定的な配当水準を可能な限り維持する観点から、期末配当は１株当たり12

円とし、年間配当金12円（中間0円、期末12円）としております。

(注) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

2021年３月25日定時株主総会決議 286 12.00
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４ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの概要】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社グループは、株主利益の増大を図るとともに従業員・顧客・取引先・社会等に満足される共益的利益を維

持・向上することが重要であり、そのために、迅速で透明性の高い事業運営を行っていくことが必要であると考え

ております。

当社では、この基本的な考え方に基づき「コーポレート・ガバナンス基本方針」を制定し、当社ホームページに

て開示しております。

また、「スローガン」「ミッション」「ビジョン」を定め、当社グループの使命、あるべき姿、価値観を掲げ、

当社グループ内での意識の浸透を図り、コーポレート・ガバナンスの継続的な充実に取り組みます。

① 企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

当社は、コーポレート・ガバナンス体制の一層の強化を図り、透明性の高い経営と迅速な意思決定を実施する

ため、監査等委員会設置会社を選択しております。

監査等委員である社外取締役は、業務執行の適法性、妥当性を客観的に評価是正し、企業経営の透明性を高める

ために重要な役割を担っております。月に一度開催される定時取締役会、監査等委員会並びに適宜開催される臨時

取締役会その他の重要な会議に出席し、取締役の職務執行における監査・監督を行っております。

さらに任意の指名・報酬委員会を設置することにより、経営の透明性を高め、コーポレート・ガバナンスの充実

が図れることから現在の体制を採用しております。

(イ) 取締役会

取締役（監査等委員である取締役を除く）５名、監査等委員である取締役３名、合計８名の取締役で取締役

会を構成し、そのうち独立社外取締役の比率を３分の１以上とし３名選任することで、業務執行取締役に対す

る監督機能を強化し、コーポレート・ガバナンスが機能する体制を整備しております。社外取締役には、司法

書士や税理士、弁護士等を選任し、高い専門性を活かした見地から当社取締役の業務執行を監査・監督してお

ります。

メンバー

代表取締役 グループCEO
代表取締役 グループCOO
取締役 グループCFO
取締役
取締役
社外取締役（監査等委員）
社外取締役（監査等委員）
社外取締役（監査等委員）

中江 康人（議長）
上窪 弘晃
譲原 理
松尾 一平
和田 こいそ
萩原 義春
髙田 一毅
小久保 崇

(ロ) 指名・報酬委員会

取締役会の任意の諮問機関として、独立社外取締役を過半数とし、独立社外取締役を委員長とする「指名・

報酬委員会」を設置しております。独立社外取締役を過半数とすることで独立性・客観性を確保し、取締役

（監査等委員である取締役を除き、株式会社AOI Pro.、株式会社TYO、株式会社xpd及び株式会社TREE Digital

Studioの取締役を含む）の選任・解任及び報酬に関する事項について取締役会の諮問を受け審議し、取締役会

に答申を行っております。

メンバー

社外取締役（監査等委員）
社外取締役（監査等委員）
社外取締役（監査等委員）
代表取締役 グループCEO
代表取締役 グループCOO

髙田 一毅（議長）
萩原 義春
小久保 崇
中江 康人
上窪 弘晃
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(ハ) 監査等委員会

監査等委員会は、司法書士・税理士・弁護士の資格を有する社外取締役３名によって構成されております。

監査等委員会は概ね月１回開催されるほか、監査等委員は適宜社内の重要会議にも出席し、内部監査室から定

期的に内部監査の実施状況とその結果の報告を受け取締役の業務執行を監査・監督するとともに、内部統制の

有効性、課題及びリスクの把握に努めております。

メンバー
社外取締役（監査等委員）
社外取締役（監査等委員）
社外取締役（監査等委員）

萩原 義春（議長）
髙田 一毅
小久保 崇

(二) 経営会議

経営に関わる重要事項の審議・決議を行う会議体として、業務執行取締役５名（うち女性１名）、執行役員

６名（うち女性１名）で構成する経営会議を設置しております。経営会議は月２回を基本としつつ機動的に開

催し、迅速な意思決定を行っております。

メンバー

代表取締役 グループCEO
代表取締役 グループCOO
取締役 グループCFO
取締役 経営企画部部長
取締役 財務・経理部部長
執行役員 業務統括部部長
執行役員 人材戦略部部長
執行役員 株式会社AOI Pro. 代表取締役社長
執行役員 株式会社TYO 代表取締役社長
執行役員 株式会社xpd 代表取締役社長
執行役員 株式会社TREE Digital Studio 代表取締役社長

中江 康人（議長）
上窪 弘晃
譲原 理
松尾 一平
和田 こいそ
川森 貴樹
吉田 恵子
潮田 一
早船 浩
早川 和良
足立 晋一

　

なお、当社のコーポレート・ガバナンス体制は以下の図のとおりであります。
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② 内部統制システムの整備状況

当社は、会社法及び会社法施行規則に基づき、以下のとおり、「内部統制システム構築の基本方針」を取締

役会で決議しております。同基本方針の内容は以下のとおりです。

1. 当社及びグループ会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制

(i) コンプライアンスに関する体制を整備するために、諸規程を整備し、当社及びグループ会社の全取締役等

に遵守させるとともに、グループ会社を含む全使用人に対する指導・教育を行い、遵法精神に裏打ちされ

た健全な企業風土の醸成を図っていきます。

(ⅱ)内部通報制度を整備し、法令違反について早期発見を図ります。

(ⅲ)社会秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力には、毅然として対応し、一切関係を持たないこととしま

す。新規取引先の事前審査、契約書等への反社会的勢力排除条項の規定などを行い、反社会的勢力との関

係遮断に努めるとともに、不当要求を受けた場合に備え、警察や弁護士等外部専門機関と連携した体制を

整備します。

2. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理については、取締役の要求に応じて適宜閲覧可能なように

適切な保存・管理を行う体制を構築し、必要に応じて体制の見直し、規程の整備を行います。

3. 当社及びグループ会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(i) 当社及びグループ会社全体のリスク管理の基本的な考え方を定め、リスク管理体制を整備します。

(ⅱ)取締役会及び経営会議において経営戦略・経営計画の策定や戦略的アクションの意思決定に必要な経営戦

略リスクの評価を行います。

(ⅲ)不測の事態が発生した場合には、代表取締役指揮下の対策本部を設置し、迅速な対応を行い、損害の拡大

を防止する体制を整えるものとします。

(ⅳ)グループ各社固有のリスクについては、それぞれ必要な規程、マニュアルの作成及びガイドラインの策定

等を行い体制を整備させるとともに、適切なリスク管理を実施させます。また、当社及びグループ会社全

体のリスクマネジメントに係る課題は発生の都度共有し、重要な影響を与える事態の発生防止に努めま

す。

4. 当社及びグループ会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(i) 当社は、当社及びグループ会社全体の中期的な経営戦略・経営計画を定め、各社ごとに重点施策及び予算

を設定するとともに、定期的な報告等により業務執行状況の監督を行います。

(ⅱ)当社は、取締役会を原則として月１回開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催するものとします。ま

た、迅速な意思決定を行うため、経営に関わる重要事項の審議・決議を行う会議体として経営会議を設置

し、原則として月２回開催するものとします。

5. 当社及びグループ会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

(i) 当社は、必要に応じて当社の役職員をグループ会社の役員に任命し、経営を把握するとともに業務の適正

化を図ります。また、定期的にグループ会社の業務執行状況について報告を求め、業務及び会計の状況を

監督します。

(ⅱ)子会社の経営管理等については当社の担当部門が、指導及び支援を行います。

(ⅲ)内部監査室は、重要子会社については定期的に、またその他のグループ会社についても必要に応じて内部

監査を行います。

(ⅳ)当社は、関係会社管理規程に基づき、グループ会社における経営上の重要事項の決定について、一定事項

を当社の承認または当社への報告を要する事項とし、グループ会社からの申請・報告を受けるものとしま

す。
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6. 監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項、当該使用人の取締役からの独立性に関する事項及

び当該使用人に関する指示実効性に関する事項

監査等委員会より職務補助の要請があるときには、関係部門の使用人に監査等委員会の職務を補助させま

す。監査等委員会の職務を補助する使用人の人事は、監査等委員会の同意を要することとし、補助使用人

について業務執行取締役からの独立性と当該使用人に対する監査等委員会からの指示の実効性を確保して

いくものとします。

7. 当社及びグループ会社の取締役等及び使用人またはこれらの者から報告を受けた者が監査等委員会に報告

するための体制及びその他の監査等委員会への報告に関する体制

(i) 当社及びグループ会社の取締役等及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実、法令・定

款違反、不正行為などを発見したときは、当社の監査等委員会に速やかに報告するものとします。

(ⅱ)監査等委員会から報告要請があったときには、取締役等及び使用人は速やかに調査の上、結果を監査等委

員会に報告するものとします。

(ⅲ)当社及びグループ会社は、監査等委員会への報告を行った者に対し、当該報告を行ったことを理由とし

て、不当な取扱いを行うことを禁止します。

8. その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(i) 監査等委員会は、会計監査人、内部監査室、グループ各社の監査役との情報交換に努め、連携して当社及

びグループ会社の監査等の実効性を確保します。

(ⅱ)監査等委員会が職務の遂行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続きを請求したときは、職務遂行

に必要でないと認められた場合を除き、会社がその費用を負担するものとします。

9. 財務報告の信頼性を確保するための体制

当社及びグループ会社の財務報告の適正性及び信頼性を確保するために、各社において必要な体制を整備

するものとします。財務報告に係る体制の整備・運用状況については、当社の内部監査室がその有効性評

価を行います。

　

③ 責任限定契約の内容の概要

当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、業務執行取締役でない取締役との間で同法第423条第１項の

損害賠償責任を限定する契約を締結できる旨を定款に定めており、当社の各社外取締役は、当社との間で、同

法第423条第１項の責任につき、同法第425条第１項に規定する最低責任限度額をもって損害賠償責任の限度と

する責任限定契約を締結しております。

④ リスク管理体制に関する実施状況

当社は、情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS）の国際規格であるISO/IEC 27001:2013（JIS Q

27001:2014）の認証を2018年に更新し、マネジメントシステムの継続的改善に努めております。

危機管理の一環である事業の継続性については、当社ISMSで規定した「事業継続計画書」に基づき、適宜訓

練を計画し、実施しております。当社及びグループ全体のリスクマネジメントに係る課題は、発生の都度共有

し、重要な影響を与える事態の発生防止に努めております。

⑤ 取締役会にて決議できる株主総会決議事項

(イ) 中間配当

当社は、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎年６月30日を基準日として、中間

配当を行うことができる旨を定款に定めております。これは、株主への機動的な利益還元を行うことを目的と

するものであります。

　

(ロ) 自己の株式の取得

当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的に遂行す

ることを可能とするため、会社法165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等より自己

の株式を買受けることができる旨を定款に定めております。
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(ハ) 取締役の責任免除

当社は、会社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったことによる取締役（取締役であったものを含

む）の損害賠償責任を法令の限度において、取締役会の決議によって免除することができる旨を定款に定めて

おります。これは、取締役は期待される役割を十分に発揮できるようにすることを目的とするものです。

⑥ 取締役の定数

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く）は10名以内とし、監査等委員である取締役は４名以内とす

る旨を定款で定めております。

⑦ 取締役の選任の決議要件

当社の取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出

席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。また、取締役の選任決議については、累

積投票によらない旨についても定款に定めております。

　

⑧ 株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を行うことを目的として、会社法第309条第２項に定める決議について、議

決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上

をもって行う旨を定款に定めております。
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(2) 【役員の状況】

男性7名 女性1名 (役員のうち女性の比率12.5％)

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

代 表
取締役
グループ

CEO

中江康人
1967年４月28日

生

1991年４月 株式会社葵プロモーション（現 株
式会社AOI Pro.）入社

2006年７月 同社執行役員

2008年６月 同社上席執行役員第一プロダクシ
ョンディビジョン本部長

2010年６月 同社常務取締役

2015年２月 同社代表取締役社長

2017年１月 当社代表取締役

2018年１月 当社代表取締役社長COO

2019年３月 公益財団法人スペシャルオリンピ
ックス日本 副理事長（現）

2019年４月 株式会社ツナググループ・ホール
ディングス 社外取締役（現）

2020年３月 当社代表取締役社長CEO

2020年８月 株式会社シーセブンハヤブサ 取締
役（現）

2021年１月 当社代表取締役グループCEO（現）

(注)１ 39,700

代 表
取締役
グループ

COO

上窪弘晃
1970年１月１日

生

1992年４月 株式会社富士銀行（現 株式会社み
ずほ銀行）入行

2002年６月 株式会社ティー・ワイ・オー（現
株式会社xpd）入社

2005年７月 同社経営企画部 部長

2007年８月 同社取締役 経営戦略本部長

2010年７月 同社常務取締役 経営戦略本部長

2016年10月 同社代表取締役副社長

2017年１月 当社常務取締役

2020年３月 当社代表取締役副社長

同 株式会社AOI Pro. 取締役（現）

2021年１月 株式会社ティー・ワイ・オー（現
株式会社xpd）取締役（現）

同 当社代表取締役グループCOO（現）

同 株式会社TYO 取締役（現）

(注)１ 29,820
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役
グループ

CFO
譲原理

1965年６月２日
生

1988年４月 株式会社第一勧業銀行（現 株式会
社みずほ銀行）入行

2008年４月 株式会社みずほフィナンシャルグ
ループ グループ戦略部次長

2010年１月 株式会社葵プロモーション（現 株
式会社AOI Pro.）入社 執行役員
財務本部長

2010年６月 同社取締役

2011年４月 同社常務取締役

2014年４月 同社専務取締役

2014年12月 同社代表取締役専務

2015年２月 同社代表取締役副社長

2017年１月 当社専務取締役

2019年３月 当社専務取締役CFO

2020年３月 株式会社ティー・ワイ・オー（現
株式会社xpd）取締役（現）

2021年１月 当社取締役グループCFO（現）

同 株式会社AOI Pro. 取締役（現）

同 株式会社TYO 取締役（現）

同 株式会社TREE Digital Studio 取
締役（現）

(注)１ 21,700
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役 松尾一平
1977年５月27日

生

2002年４月 アビームコンサルティング株式会
社入社

2008年７月 株式会社ティー・ワイ・オー（現
株式会社xpd）入社

2014年８月 同社執行役員 経営企画部長

2017年１月 当社経営企画部長

2018年３月 株式会社祭 監査役（現）

2020年２月 株式会社シースリーフィルム 取
締役（現）

2021年１月 当社執行役員 経営企画部長

同 株式会社TREE Digital Studio 監
査役（現）

2021年３月 当社取締役 経営企画部長（現）

(注)１ 1,020

取締役 和田こいそ
1970年１月11日

生

2004年２月 株式会社 TYO Administration入社

2007年８月 株式会社ティー・ワイ・オー（現
株式会社xpd）入社

2010年７月 同社執行役員 財務経理統括本部
財務統括部長

2012年８月 同社執行役員 財務部長

2017年１月 当社資金・経理部長

2019年７月 当社財務・経理部長

2021年１月 当社執行役員 財務・経理部長

2021年３月 当 社 取 締 役 財 務 ・ 経 理 部 長
（現）

(注)１ 4,180
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役
(監査等委員)

萩原義春
1969年２月４日

生

1994年５月 司法書士登録

1997年４月 ベックワンパートナーズ総合事務
所・司法書士萩原義春事務所（現
司法書士事務所アレックス・カウ
ンセル・アンド・サービシズ）開
設 代表司法書士（現）

2008年10月 株式会社ティー・ワイ・オー（現
株式会社xpd）監査役

2013年11月 同社常勤監査役

2015年２月 株式会社アレックス・リアル・エ
ステート代表取締役（現）

2017年１月 当社取締役 監査等委員（現）

2021年１月 有限会社ハギジム取締役（現）

(注)２ 2,100

取締役
(監査等委員)

髙田一毅
1965年７月４日

生

1995年７月 株式会社アカウンティング・シス
テム代表取締役（現）

2002年12月 税理士登録

2004年４月 髙田会計事務所開業

2011年４月 みなとみらい税理士法人髙田会計
事務所 代表社員（現）

2011年６月 株式会社葵プロモーション（現 株
式会社AOI Pro.）監査役

2016年６月 同社取締役 監査等委員

2017年１月 当社取締役 監査等委員（現）

2017年３月 株式会社AOI Pro.監査役（現）

(注)２ 18,300
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役
(監査等委員)

小久保崇
1974年１月18日

生

2000年10月 第一東京弁護士会に弁護士登録

同 西村総合法律事務所（現 西村あさ
ひ法律事務所）入所

2006年４月 米国デューク大学ロースクール卒業

2006年９月 クリアリー・ゴッドリーブ・ステ
ィーン＆ハミルトン法律事務所
（ニューヨーク）勤務

2008年12月 仏国インシアード（INSEAD）卒業

2009年２月 インテグラル株式会社入社

2011年10月 株式会社ティー・ワイ・オー（現
株式会社xpd）監査役

2014年３月 小久保法律事務所設立

2014年10月 株式会社ティー・ワイ・オー（現
株式会社xpd）取締役（現）

2017年１月 当社取締役 監査等委員（現）

同 株式会社アズーム社外取締役
（現）

2017年３月 弁護士法人小久保法律事務所設立
代表社員（現）

2017年８月 AlpacaJapan株式会社社外監査役
（現）

2019年６月 すてきナイスグループ株式会社
（現 ナイス株式会社）社外取締役
（現）

2020年６月 オイシックス・ラ・大地株式会社
社外監査役（現）

(注)２ 1,602

計 118,422
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(注) １ 取締役の任期は、2020年12月期に係る定時株主総会の終結の時から2021年12月期に係る定時株主総会の終結

の時までであります。

２ 監査等委員である取締役の任期は、2020年12月期に係る定時株主総会の終結の時から2022年12月期に係る定

時株主総会の終結の時までであります。

３ 取締役、萩原義春氏、髙田一毅氏及び小久保崇氏は、社外取締役であります。

４ 当社は、法令で定める監査等委員である取締役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項

に定める補欠の監査等委員である取締役１名を選任しております。その任期は、前任者の残任期間としま

す。なお、補欠の監査等委員である取締役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴 所有株式数(株)

八巻智仁
1960年

３月27日生

1982年４月 株式会社北海道拓殖銀行入行

―

1998年４月 BNPパリバ銀行入行

2008年６月
ホッカンホールディングス株式会社
入社

2011年７月
株式会社葵プロモーション（現 株
式会社AOI Pro.）入社 財務本部
グループ管理部部長

2012年４月
同社コーポレート本部 グローバル
統括部部長

2017年４月 当社内部監査室

2019年２月
株式会社ティー・ケー・オー監査役
（現）

2019年３月 株式会社AOI Pro.監査役（現）

同
株式会社シースリーフィルム監査役
（現）
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社外取締役について

当社の社外取締役は３名であります。また、３名全員が監査等委員である社外取締役であります。

(イ) 社外取締役と当社との人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係

・社外取締役 萩原義春氏及び同氏が経営している司法書士事務所と当社との間に、顧問契約または個別の事

務の委任等の重要な取引関係は過去及び現在においてもありません。また、同氏が兼務しているいずれの先

も当社との間に取引関係はありません。また、本有価証券報告書提出日（2021年３月25日）現在において、

萩原義春氏は当社の株式を2,100株所有しております。

・社外取締役 髙田一毅氏及び同氏が経営している会計事務所と当社との間に、顧問契約または個別の会計、

税務事務の委任等の取引関係は過去及び現在においてもありません。また、本有価証券報告書提出日（2021

年３月25日）現在において、髙田一毅氏は当社の株式を18,300株所有しております。

・社外取締役 小久保崇氏及び同氏が経営している法律事務所と当社との間に、顧問契約または個別の法律事

務の委任等の取引関係は過去及び現在においてもありません。また、同氏が兼務しているいずれの先も当社

との間に取引関係はありません。また、本有価証券報告書提出日（2021年３月25日）現在において、小久保

崇氏は当社の株式を1,602株所有しております。

(ロ) 社外取締役が当社の企業統治において果たす機能及び役割

区分 氏名 主な活動状況

社外取締役

萩原 義春
当事業年度開催の取締役会13回のうち13回、監査等委員会13回のう
ち13回に出席し、司法書士として主に企業経営面において専門的な
発言を行っております。

髙田 一毅
当事業年度開催の取締役会13回のうち13回、監査等委員会13回のう
ち13回に出席し、税理士として主に税務面と会計面において専門的
な発言を行っております。

小久保 崇
当事業年度開催の取締役会13回のうち13回、監査等委員会13回のう
ち13回に出席し、弁護士として主に企業経営面と法務面において専
門的な発言を行っております。

(ハ) 当該社外取締役を選任するための当社からの独立性に関する基準又は方針の内容

社外取締役は東京証券取引所が定める社外役員の独立性基準に基づき、会社外部の立場から広くステークホ

ルダー全般の意見をもたらすことができ、かつ当社グループの業務に有用な知見を有する多様な人材を選任し

ております。

(二) 社外取締役の選任状況に関する当社の考え方

・社外取締役 萩原義春氏は、司法書士として、企業における上場準備、組織再編、M&A等企業法務に関する業

務を専門としており、当該分野における豊富な経験と見識を有しております。こうした知見を活かし、当事

業年度においても、当社の取締役の職務執行に関し、適法性等を適切に監査しており、その職務と職責を適

切に果たしていることから、引き続き、社外取締役として監査等委員である取締役の職務を適切に遂行でき

ると判断いたしました。

・社外取締役 髙田一毅氏は、税理士として、税務顧問、経営計画の立案等を中心に活動しており、税理士と

しての専門性に加え、当該分野における豊富な経験と見識を有しております。こうした知見を活かし、当事

業年度においても、当社の取締役の職務執行に関し、適法性等を適切に監査しており、その職務と職責を適

切に果たしております。以上のことから、引き続き社外取締役として、監査等委員である取締役の職務を適

切に遂行できるものと判断いたしました。

・社外取締役 小久保崇氏は、弁護士として、一貫して組織再編、M&A、コーポレート・ガバナンス等の企業法

務を専門領域としております。また、投資事業会社における経験から金融に関する知見も備え、弁護士とし

ての実績及び見識が高く評価されております。こうした知見を活かし、当事業年度においても、当社の取締

役の職務執行に関し、適法性等を適切に監査しており、その職務と職責を適切に果たしていることから、引

き続き社外取締役として、監査等委員である取締役の職務を適切に遂行できるものと判断いたしました。
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(ホ) 監査等委員である社外取締役による監督または監査と内部監査、監査等委員会監査及び会計監査との相互連

携並びに内部統制部門との関係

監査等委員である社外取締役は、業務の適法性、妥当性を客観的に評価是正し企業経営の透明性を高めるた

めに重要な役割を担っております。社外取締役は月に一度開催される定時取締役会、監査等委員会並びに適宜

開催される臨時取締役会その他の重要な会議に出席し、取締役の職務執行における監査・監督を行っておりま

す。

内部監査及び監査等委員会監査、並びに会計監査との相互連携につきましては、監査等委員会と内部監査室

が適宜情報交換を行っているほか、監査等委員会は内部監査室及び会計監査人と少なくとも四半期に一度情報

共有を行い、監査の過程で発見された指摘事項等を共有し、適切な監査を確保できるよう努めております。

また、内部統制部門から業務執行状況について報告を受け、その内容を確認するとともに経営陣や内部統制

部門から独立した中立の立場で業務執行の適法性や妥当性及び内部統制の状況について情報交換や意見交換及

び助言を行っております。

　

(3) 【監査の状況】

① 監査等委員会監査の状況

監査等委員会監査は、司法書士及び税理士、弁護士の資格を有する監査等委員である社外取締役３名によっ

て実施しております。監査等委員会は概ね月１回開催されるほか、監査等委員は適宜社内の重要会議にも出席

し、内部監査室から定期的に内部監査の実施状況とその結果の報告を受け、取締役の業務執行を監査・監督す

るとともに、内部統制の有効性及び課題、リスクの把握に努めております。また、内部監査室及び会計監査人

とは少なくとも四半期に一度情報共有を行い、監査の過程で発見された指摘事項等を共有し、適切な監査を確

保できるよう取り組んでおります。

当事業年度において当社は監査等委員会を13回開催しており、個々の監査役の出席状況については次のとお

りであります。

氏名 開催回数 出席回数

萩原 義春 13回 13回

髙田 一毅 13回 13回

小久保 崇 13回 13回

② 内部監査の状況

グル－プ全体の内部監査は、代表取締役直轄の内部監査室（６名）が担当しており、「内部監査規程」に基

づき、業務監査・会計監査・特命監査を実施し、定期的に代表取締役に報告することにより、経営の健全化及

び効率化に資するとともに、内部統制の強化を図っております。また、内部監査室はその監査結果について代

表取締役以外に、監査等委員に対しても報告を行うとともに都度情報交換を行い、相互連携を図っておりま

す。さらに、内部統制部門から内部統制に係る情報等の提供を受け、適正に監査を行っております。また、グ

ループ各社の監査役との情報交換に努め、連携して当社及びグループ会社の監査等の実効性を確保しておりま

す。

なお、内部監査室及び監査等委員、並びに会計監査人は、それぞれ独立した立場で監査を実施する一方で、

監査を有効かつ効率的に進めるため、三者間で定期的に意見交換を図り、監査の向上に努めております。

③ 会計監査の状況

a．監査法人の名称

有限責任監査法人トーマツ

b．継続監査期間

1988年以降

当社は、2017年に株式会社AOI Pro.と株式会社ティー・ワイ・オーが株式移転により共同で設立した持株会

社であり、上記継続監査期間は株式会社AOI Pro.の継続監査期間を含んで記載しております。
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c．業務を執行した公認会計士

指定有限責任社員 業務執行社員 大中 康宏

指定有限責任社員 業務執行社員 澤田 修一

d．監査業務に係る補助者の構成

監査業務に係る補助者は、公認会計士７名、その他３名であります。

e．監査法人の選定方針と理由

日本監査役協会が公表する「会計監査人の評価及び選定基準策定に関する監査役等の実務指針」等を参考

に、品質管理、独立性、専門性、監査報酬、監査役及び経営者とのコミュニケーション、並びに不正リスクへ

の対応等を総合的に勘案し、選定をしております。

また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合

には、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任します。

f．監査等委員会による監査法人の評価

当社の監査等委員会は、会計監査人の監査体制及び職務遂行状況等を総合的に評価しております。

④ 監査報酬の内容等

a．監査公認会計士等に対する報酬

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

提出会社 24,500 － 24,500 －

連結子会社 72,500 － 67,500 －

計 97,000 － 92,000 －

b．監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬（a.を除く）

該当事項はありません。

c．その他重要な報酬の内容

該当事項はありません。

d．監査報酬の決定方針

報酬については、事業の規模・特性、監査時間等を勘案した上で、監査等委員会の同意を得て決定しておりま

す。

e．監査等委員会が会計監査人の報酬等に同意した理由

会計監査人の監査計画、監査の実施状況及び報酬見積りの算定根拠等について検証を行った上で、会計監査人

の報酬等について同意の判断をしております。
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(4) 【役員の報酬等】

① 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

当社では、取締役の報酬について、以下のとおり方針を定めております。

(イ) 基本方針

取締役（監査等委員である取締役を除く。以下同じ）の報酬は、持続的な企業価値向上を図るインセンティ

ブとして十分に機能し、また、その役割・職務に対し適正な水準とすることを基本方針とする。具体的には、

取締役（社外取締役を除く）の報酬は固定額部分及び業績変動部分からなる基本報酬並びに業績連動型株式報

酬により構成し、社外取締役は固定額報酬たる基本報酬のみとする。

(ロ) 基本報酬の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬等を与える時期又は条件の決定に関する方針を含

む）

各取締役（社外取締役を除く）の基本報酬は月例の金銭報酬とし、固定額部分と前年度の業績を踏まえた業

績変動部分により構成する。固定額部分は各取締役の役位・経営能力に応じて一年単位で決定し、業績変動部

分は、原則として、固定額部分の概ね25％を上限として、前事業年度の連結売上高・営業利益の目標達成度、

管掌分野における貢献度等に応じ一年単位で決定するものとする。

社外取締役の基本報酬については、月例の金銭報酬とし、各社外取締役の経歴、同業他社の社外取締役の報

酬水準等を踏まえて、一年単位で決定するものとする。

(ハ) 業績連動型株式報酬の内容及びその数の決定に関する方針（報酬等を与える時期又は条件の決定に関する方

針を含む）

業績連動型株式報酬は、取締役の報酬と当社グループ業績及び株式価値との連動性をより明確にし、取締役

が株価上昇によるメリットのみならず、株価下落のリスクまでも株主の皆様と共有することで、中長期的な業

績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めるため、株式給付信託（以下、BBT）によりこれを支給する。

BBTにおいては、毎事業年度、事業規模の拡大、収益力の強化、投資効率の向上を実現するための重要な経営

指標である連結EBITDA及び連結ROE並びに各取締役の役位を勘案して対象取締役にポイントを付与し、当該ポイ

ントの累計数に応じて、業績連動型株式報酬として付与する株式の数及び給付する金銭の額を決定するものと

する。

業績連動型株式報酬としての株式及び金銭は、役員としての義務違反があったことに起因して退任した場合

でないこと等を条件に、原則として、取締役が退任した後に給付するものとする。

(二) 基本報酬及び業績連動型株式報酬の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針

前記(ロ)のとおり、取締役（社外取締役を除く）の基本報酬のうち業績変動部分は、原則として、固定額部

分の概ね25％を上限とし、また、業績連動型株式報酬については、各取締役の基本報酬の額及び役位、当社グ

ループ業績や当社の株価水準等も踏まえ、持続的な企業価値向上を図るインセンティブとして適切に機能する

割合とすることを方針とする。

(ホ) 取締役の個人別の報酬等の内容についての決定の委任に関する事項

個人別の基本報酬額については、前記(イ)、(ロ)及び(ニ)の方針を前提として代表取締役グループCEOが報酬

案を作成し、指名・報酬委員会の答申及び監査等委員会の意見を踏まえ、代表取締役グループCEOが取締役会決

議により委任を受け決定するものとし、指名・報酬委員会は当該プロセスを事後的に検証するものとする。な

お、個人別の業績連動型株式報酬額については、前記(ハ)の方針及び別途取締役決議により制定された役員株

式給付規程により決定するものとし、代表取締役グループCEO等への決定の委任は行わない。
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なお、取締役（監査等委員である取締役を除く）の基本報酬は、2018年３月28日開催の定時株主総会で決議され

た報酬限度額500,000千円（決議時の取締役は４名）の範囲内で、監査等委員である取締役の報酬の総額は、2018

年３月28日開催の株主総会にて決議された報酬年額50,000千円の範囲内で、前記の方針に基づき決定することとし

ております。

業績連動型株式報酬につきましては、基本報酬とは別枠で、2018年3月28日および2021年3月25日開催の定時株主

総会での決議に基づき、当社の取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く）並びに株式会社AOI

Pro.、株式会社xpd、及び株式会社TYOの取締役（業務執行取締役でない取締役を除く）を対象にBBTを導入してお

ります。

〔業績連動型株式報酬制度〕

業績連動型株式報酬制度として各事業年度に付与するポイント及び退任時に給付される株式数及び金銭額の

算定

① 付与ポイントの算定方法

対象取締役には、各役務対象期間に関して、役員株式給付規程に基づき当該事業年度における役位、連

結EBITDA及び連結ROEを勘案して定まる数のポイントが付与されます。

ポイント付与計算方法は下記のとおりとなります。

（算式）評価対象期間（各事業年度）における連結EBITDA（注１）×２％×連結ROE（注２）の実績に応

じた係数÷信託の株式取得価額（１株当たり1,249円）×（役位ウェイト÷役位ウェイト合計）

（注３）

（注１）連結EBITDAとは、以下の算式により算出される値をいう

　 算式 営業利益 ＋ 減価償却費 ＋ のれん償却費

※ 営業利益は当社の有価証券報告書における「連結損益計算書」、減価償却費及びのれ

ん償却費は「連結キャッシュ・フロー計算書」の値を用いる。

（注２）連結ROEとは、当社の有価証券報告書における「主要な経営指標等の推移」に記載されて

いる連結の「自己資本利益率」の値をいう。また、連結ROEの係数は下記のとおりとす

る。

連結ROEの係数

連結ＲＯＥ 係数

14％以上 1.2

13％以上14％未満 1.1

12％以上13％未満 1.0

11％以上12％未満 0.9

11％未満 0.8
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（注３）役位ウェイト

ａ 役務対象期間中に就任した場合

　 役務対象期間の末日における役位ウェイト×役務対象期間における在任月数÷12

ｂ 役務対象期間中に退任した場合

　 退任日における役位ウェイト×役務対象期間における在任月数÷12

ｃ 役務対象期間中に役位の異動があった場合

（異動前の役位ウェイト×役務対象期間における当該役位での在任月数＋異動後の役位ウ

ェイト×役務対象期間における当該役位での在任月数）÷12

役位ウェイト及び上限株式数

当社 株式会社AOI Pro. 株式会社TYO 株式会社xpd
役位

ウェイト

各事業年度に
おける株式の
上限株 (注)

取締役グループ
CEO

取締役会長／社長 取締役会長／社長 取締役会長／社長 2.4 11,700

取締役グループ
COO/CFO

取締役副社長 取締役副社長 取締役副社長 2.1 10,300

－ 専務取締役 専務取締役 専務取締役 1.7 8,300

－ 常務取締役 常務取締役 常務取締役 1.4 6,900

取締役 取締役 取締役 取締役 1.0 4,900

（注）各事業年度における株式の上限(株)には、退任時に換価して金銭で給付する株式数を含んでおります。

② 支給する当社株式等

ａ 自己都合以外の事由により対象取締役を退任する場合

　次のイに定める数の株式及びロに定める額の金銭

　イ 株式

　 次の算式により「１ポイント＝１株」として算出される数の株式

（算式)株式数＝権利確定日までに累計されたポイント数（以下「保有ポイント」という。）×70

％（単元株未満の端数は切り捨てる。）

　ロ 金銭

次の算式により算出される額の金銭

（算式）金銭額＝（保有ポイント数－イで給付された株式数に相当するポイント数）×権利確定

日時点における本株式の時価

ｂ 自己都合により対象取締役を退任する場合

　次の算式により算出される株式数

　（算式）株式数＝保有ポイント数

(注) 株式の時価とは、株式の時価の算定を要する当該日の東京証券取引所における終値または気配値と

し、終値及び気配値が公表されない場合には、直近の終値または気配値の取得できる日まで遡及す

るものとする。
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② 役員報酬の内容

(イ) 当社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

(千円)

報酬等の種類別の総額(千円)
対象となる
役員の員数
（人）基本報酬 株式報酬

取締役
（監査等委員及び社外取締役
を除く）

125,180 124,110 1,069 4

監査等委員
（社外取締役を除く）

－ － －
－

社外役員 16,200 16,200 － 3

(ロ) 提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１億円以上であるものが存在しないため、記載しておりません。

(ハ) 使用人兼役員の使用人給与のうち、重要なもの

使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なものは存在しないため、記載しておりません。

(5) 【株式の保有状況】

① 投資株式の区分の基準及び考え方

保有目的が純投資目的である投資株式は、専ら株式の価値の変動または株式に係る配当によって利益を受ける

ことを目的とする投資株式として、それ以外を純投資目的以外の目的である投資株式として区分しております。

② 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

イ．保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証

の内容

当社は持続的な企業価値向上のため、取引の維持・強化や業務提携など保有目的の適切性及び中長期的な

経済的合理性を検証して上場株式を保有しておりますが、検証の結果、保有の必要性が認められない株式は

売却を行い、縮減を図ることを基本方針としております。保有目的の適切性及び経済的合理性については、

毎年取締役会において個別銘柄毎に検証しております。

ロ．銘柄数及び貸借対照表計上額

区分
銘柄数
(銘柄)

貸借対照表計上額の
合計額(千円)

非上場株式 － －

非上場株式以外の株式 2 313,208

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

該当事項はありません。

　

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

該当事項はありません。
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ハ．特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

特定投資株式

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、定量的な保有効果
及び株式数が増加した理由

当社の株
式の保有
の有無

株式数(株) 株式数(株)

貸借対照表計上額
(千円)

貸借対照表計上額
(千円)

株式会社
TAKARA&CAMPANY

45,400 45,400 取引関係の維持・強化のため保有しておりま
す。定量的な保有効果は記載が困難であるた
め記載しておりません。保有の合理性はイ.
で記載の方法により検証しております。

有
79,404 78,632

住友不動産株式
会社

73,500 73,500 取引関係の維持・強化のため保有しておりま
す。定量的な保有効果は記載が困難であるた
め記載しておりません。保有の合理性はイ.
で記載の方法により検証しております。

有
233,803 280,182

みなし保有株式

該当事項はありません。

③ 保有目的が純投資目的である投資株式

区分

当事業年度 前事業年度

銘柄数
(銘柄)

貸借対照表計
上額の合計額

(千円)

銘柄数
(銘柄)

貸借対照表計
上額の合計額

(千円)

非上場株式 4 39,873 3 88,500

非上場株式以外の株式 － － － －

区分

当事業年度

受取配当金の
合計額(千円)

売却損益の
合計額(千円)

評価損益の
合計額(千円)

非上場株式 － － △71,426

非上場株式以外の株式 － － －

(注) 「―」は、当該株式を保有していないことを示しております。

a．当事業年度中に投資株式の保有目的を純投資目的から純投資目的以外の目的に変更したもの

該当事項はありません。

b．当事業年度中に投資株式の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に変更したもの

該当事項はありません。

④ 株式会社AOI Pro.における株式の保有状況

当社及び連結子会社のうち、投資株式の貸借対照表計上額(投資株式計上額)が最も大きい会社(最大保有会社)

である株式会社AOI Pro.については以下のとおりであります。

ａ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

イ．保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証

の内容

当社は持続的な企業価値向上のため、取引の維持・強化や業務提携など保有目的の適切性及び中長期的な

経済的合理性を検証して上場株式を保有しておりますが、検証の結果、保有の必要性が認められない株式は

売却を行い、縮減を図ることを基本方針としております。保有目的の適切性及び経済的合理性については、

毎年取締役会において個別銘柄毎に検証しております。
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ロ．銘柄数及び貸借対照表計上額

区分
銘柄数
(銘柄)

貸借対照表計上額の
合計額(千円)

非上場株式 － －

非上場株式以外の株式 8 227,529

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

該当事項はありません。

　

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

該当事項はありません。

ハ．特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

特定投資株式

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、定量的な保有効果
及び株式数が増加した理由

当社の株
式の保有
の有無

株式数(株) 株式数(株)

貸借対照表計上額
(千円)

貸借対照表計上額
(千円)

株式会社
TAKARA&CAMPANY

50,000 50,000 取引関係の維持・強化のため保有しておりま
す。定量的な保有効果は記載が困難であるた
め記載しておりません。保有の合理性はイ.
で記載の方法により検証しております。その
結果、一部を残し売却し減少しております。

有
87,450 86,600

三井住友トラス
ト・ホールディ
ングス株式会社

5,000 5,000 取引関係の維持・強化のため保有しておりま
す。定量的な保有効果は記載が困難であるた
め記載しておりません。保有の合理性はイ.
で記載の方法により検証しております。

無
(注)１15,885 21,685

株式会社
IMAGICA GROUP

300,000 300,000 取引関係の維持・強化のため保有しておりま
す。定量的な保有効果は記載が困難であるた
め記載しておりません。保有の合理性はイ.
で記載の方法により検証しております。

有
100,800 182,100

株式会社電通グ
ループ

100 100 取引関係の維持・強化のため保有しておりま
す。定量的な保有効果は記載が困難であるた
め記載しておりません。保有の合理性はイ.
で記載の方法により検証しております。その
結果、一部を残し売却し減少しております。

無
309 377

株式会社東北新
社

20,000 20,000 取引関係の維持・強化のため保有しておりま
す。定量的な保有効果は記載が困難であるた
め記載しておりません。保有の合理性はイ.
で記載の方法により検証しております。

有
12,520 13,660

株式会社博報堂
DYホールディン
グス

100 100 取引関係の維持・強化のため保有しておりま
す。定量的な保有効果は記載が困難であるた
め記載しておりません。保有の合理性はイ.
で記載の方法により検証しております。その
結果、一部を残し売却し減少しております。

無
135 176

株式会社みずほ
フィナンシャル
グループ

1,000 10,000 取引関係の維持・強化のため保有しておりま
す。定量的な保有効果は記載が困難であるた
め記載しておりません。保有の合理性はイ.
で記載の方法により検証しております。

無
(注)２、３1,307 1,683

株 式 会 社 三 菱
UFJフィナンシ
ャル・グループ

20,000 20,000 取引関係の維持・強化のため保有しておりま
す。定量的な保有効果は記載が困難であるた
め記載しておりません。保有の合理性はイ.
で記載の方法により検証しております。

無
(注)４9,122 11,864

(注)１．三井住友トラスト・ホールディングス㈱は当社株式を保有しておりませんが、同社子会社である三井住友信

託銀行㈱は当社株式を保有しております。

２. ㈱みずほフィナンシャルグループは当社株式を保有しておりませんが、同社子会社であるみずほ銀行㈱は当

社株式を保有しております。

３．㈱みずほフィナンシャルグループは、2020年10月１日付で普通株式10株を１株の割合で株式併合しておりま

す。
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４．㈱三菱UFJフィナンシャル・グループは当社株式を保有しておりませんが、同社子会社である㈱三菱UFJ銀行

は当社株式を保有しております。

みなし保有株式

該当事項はありません。

ｂ．保有目的が純投資目的である投資株式

区分

当事業年度 前事業年度

銘柄数
(銘柄)

貸借対照表計
上額の合計額

(千円)

銘柄数
(銘柄)

貸借対照表計
上額の合計額

(千円)

非上場株式 5 46,076 5 46,702

非上場株式以外の株式 － － － －

区分

当事業年度

受取配当金の
合計額(千円)

売却損益の
合計額(千円)

評価損益の
合計額(千円)

非上場株式 － － －

非上場株式以外の株式 － － －

ｃ．当事業年度中に投資株式の保有目的を純投資目的から純投資目的以外の目的に変更したもの

該当事項はありません。

ｄ．当事業年度中に投資株式の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に変更したもの

該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)に

基づいて作成しております。

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(2020年１月１日から2020年12月31日ま

で)の連結財務諸表及び事業年度(2020年１月１日から2020年12月31日まで)の財務諸表について、有限責任監査法人ト

ーマツにより監査を受けております。

３ 連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握できる体制を整備するため、有価証券報告書提出日現在、公益財団法人財務会計基準機構へ加入して

おります。また、定期的に監査法人の主催するセミナーに参加することにより、的確に対応することができる体制を

整備しております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(2019年12月31日)

当連結会計年度
(2020年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 9,111,122 10,813,819

受取手形及び売掛金 ※５ 16,873,978 ※５ 13,222,465

電子記録債権 4,413,564 3,562,775

商品及び製品 7,301 8,267

仕掛品 4,510,288 4,331,475

その他 1,125,296 1,108,034

貸倒引当金 △37,727 △31,847

流動資産合計 36,003,823 33,014,989

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※２ 5,142,068 ※２ 4,791,118

減価償却累計額 △2,773,935 △3,075,909

建物及び構築物（純額） 2,368,133 1,715,208

機械装置及び運搬具 1,024,383 1,001,381

減価償却累計額 △846,805 △877,518

機械装置及び運搬具（純額） 177,577 123,862

工具、器具及び備品 2,854,794 2,373,860

減価償却累計額 △2,046,931 △1,740,608

工具、器具及び備品（純額） 807,862 633,252

土地 ※４ 3,606,822 ※４ 3,593,652

リース資産 717,898 620,208

減価償却累計額 △658,957 △585,182

リース資産（純額） 58,940 35,025

建設仮勘定 65,312 156,459

有形固定資産合計 7,084,649 6,257,460

無形固定資産

のれん 4,010,215 3,375,272

ソフトウエア 161,589 210,209

その他 103,479 15,994

無形固定資産合計 4,275,284 3,601,476

投資その他の資産

投資有価証券 ※１ 1,787,051 ※１ 1,081,036

繰延税金資産 1,328,303 1,533,026

敷金及び保証金 1,522,658 1,661,033

その他 ※１ 2,125,874 ※１ 2,303,819

貸倒引当金 △775,409 △770,326

投資その他の資産合計 5,988,478 5,808,588

固定資産合計 17,348,413 15,667,526

資産合計 53,352,237 48,682,515
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2019年12月31日)

当連結会計年度
(2020年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 8,697,200 7,144,690

短期借入金 ※６ 3,200,000 －

1年内返済予定の長期借入金 ※２ 3,073,876 ※２ 4,374,787

未払金 661,603 832,283

未払法人税等 428,710 172,515

未払消費税等 551,961 356,049

前受金 899,779 720,753

賞与引当金 72,660 218,448

その他 757,366 924,210

流動負債合計 18,343,158 14,743,739

固定負債

長期借入金 ※２ 6,672,675 ※２ 8,774,895

長期預り金 ※４ 3,501,199 ※４ 3,501,199

繰延税金負債 46,098 22,630

役員退職慰労引当金 261,883 259,435

役員株式給付引当金 254,811 247,750

退職給付に係る負債 267,504 343,303

資産除去債務 491,279 442,737

その他 149,711 115,407

固定負債合計 11,645,165 13,707,359

負債合計 29,988,323 28,451,099

純資産の部

株主資本

資本金 5,000,000 5,000,000

資本剰余金 12,172,896 12,111,198

利益剰余金 7,056,711 4,217,210

自己株式 △1,259,085 △1,233,609

株主資本合計 22,970,523 20,094,798

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 10,693 △109,116

為替換算調整勘定 △44,141 △59,597

退職給付に係る調整累計額 △1,945 △231

その他の包括利益累計額合計 △35,393 △168,945

新株予約権 86,274 42,855

非支配株主持分 342,508 262,707

純資産合計 23,363,913 20,231,415

負債純資産合計 53,352,237 48,682,515
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② 【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2019年１月１日
　至 2019年12月31日)

当連結会計年度
(自 2020年１月１日

　至 2020年12月31日)

売上高 65,229,849 51,087,544

売上原価 53,514,621 43,867,259

売上総利益 11,715,227 7,220,284

販売費及び一般管理費

役員報酬 1,484,604 1,307,296

給与賞与 2,718,118 2,387,323

退職給付費用 54,385 49,026

役員株式給付引当金繰入額 57,696 6,749

業務委託費 560,977 670,376

支払手数料 577,609 151,768

貸倒引当金繰入額 15,203 6,865

減価償却費 250,382 218,023

のれん償却額 320,115 323,332

その他 3,557,688 2,826,727

販売費及び一般管理費合計 9,596,781 7,947,490

営業利益又は営業損失（△） 2,118,445 △727,206

営業外収益

受取利息 7,234 2,467

受取配当金 21,886 16,279

助成金収入 － 279,784

保険返戻金 42,061 42,385

その他 108,807 124,729

営業外収益合計 179,989 465,646

営業外費用

支払利息 76,310 83,327

支払手数料 170,381 164,824

持分法による投資損失 159,466 ※２ 440,406

固定資産除却損 23,676 124,546

貸倒引当金繰入額 8,850 －

その他 96,393 74,610

営業外費用合計 535,078 887,714

経常利益又は経常損失（△） 1,763,356 △1,149,274
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(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2019年１月１日
　至 2019年12月31日)

当連結会計年度
(自 2020年１月１日

　至 2020年12月31日)

特別利益

固定資産売却益 － ※１ 6,279

投資有価証券売却益 323,073 3,321

関係会社株式売却益 － 34,201

新株予約権戻入益 3,672 34,560

特別利益合計 326,745 78,362

特別損失

減損損失 ※２ 1,207,313 ※２ 300,209

投資有価証券売却損 65,374 －

投資有価証券評価損 1,157,265 86,439

関係会社整理損 279,462 －

事業構造改善費用 － ※３ 946,707

関係会社株式売却損 34,635 －

その他 12,916 53,588

特別損失合計 2,756,967 1,386,944

税金等調整前当期純損失（△） △666,865 △2,457,856

法人税、住民税及び事業税 1,200,964 289,252

法人税等調整額 △600,476 △177,710

法人税等合計 600,487 111,542

当期純損失（△） △1,267,352 △2,569,398

非支配株主に帰属する当期純利益又は非支配株主に
帰属する当期純損失（△）

13,139 △16,406

親会社株主に帰属する当期純損失（△） △1,280,492 △2,552,992
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【連結包括利益計算書】

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2019年１月１日
　至 2019年12月31日)

当連結会計年度
(自 2020年１月１日

　至 2020年12月31日)

当期純損失（△） △1,267,352 △2,569,398

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △157,171 △119,809

為替換算調整勘定 △12,002 △30,911

退職給付に係る調整額 448 1,713

持分法適用会社に対する持分相当額 2,737 △8,885

その他の包括利益合計 ※ △165,987 ※ △157,893

包括利益 △1,433,340 △2,727,292

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 △1,448,017 △2,706,290

非支配株主に係る包括利益 14,676 △21,002
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自 2019年１月１日 至 2019年12月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 5,000,000 12,106,819 9,055,601 △1,190,097 24,972,324

当期変動額

剰余金の配当 △718,397 △718,397

親会社株主に帰属する

当期純損失（△）
△1,280,492 △1,280,492

自己株式の取得 △79,943 △79,943

自己株式の処分 △7,905 10,955 3,049

非支配株主との取引に

係る親会社の持分変動
73,982 73,982

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 － 66,076 △1,998,889 △68,988 △2,001,800

当期末残高 5,000,000 12,172,896 7,056,711 △1,259,085 22,970,523

その他の包括利益累計額

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金

為替換算

調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括

利益累計額合計

当期首残高 167,873 △23,287 △2,393 142,193 92,723 472,685 25,679,925

当期変動額

剰余金の配当 △718,397

親会社株主に帰属する

当期純損失（△）
△1,280,492

自己株式の取得 △79,943

自己株式の処分 3,049

非支配株主との取引に

係る親会社の持分変動
73,982

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
△157,180 △20,853 448 △177,586 △6,449 △130,176 △314,211

当期変動額合計 △157,180 △20,853 448 △177,586 △6,449 △130,176 △2,316,012

当期末残高 10,693 △44,141 △1,945 △35,393 86,274 342,508 23,363,913
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当連結会計年度(自 2020年１月１日 至 2020年12月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 5,000,000 12,172,896 7,056,711 △1,259,085 22,970,523

当期変動額

剰余金の配当 △286,509 △286,509

親会社株主に帰属する

当期純損失（△）
△2,552,992 △2,552,992

自己株式の取得 △728 △728

自己株式の処分 △3,394 26,204 22,809

非支配株主との取引に

係る親会社の持分変動
△58,303 △58,303

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 － △61,698 △2,839,501 25,475 △2,875,724

当期末残高 5,000,000 12,111,198 4,217,210 △1,233,609 20,094,798

その他の包括利益累計額

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金

為替換算

調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括

利益累計額合計

当期首残高 10,693 △44,141 △1,945 △35,393 86,274 342,508 23,363,913

当期変動額

剰余金の配当 △286,509

親会社株主に帰属する

当期純損失（△）
△2,552,992

自己株式の取得 △728

自己株式の処分 22,809

非支配株主との取引に

係る親会社の持分変動
△58,303

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
△119,809 △15,455 1,713 △133,552 △43,419 △79,801 △256,773

当期変動額合計 △119,809 △15,455 1,713 △133,552 △43,419 △79,801 △3,132,497

当期末残高 △109,116 △59,597 △231 △168,945 42,855 262,707 20,231,415
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2019年１月１日
　至 2019年12月31日)

当連結会計年度
(自 2020年１月１日

　至 2020年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △666,865 △2,457,856

減価償却費 1,167,950 826,004

減損損失 1,207,313 300,209

のれん償却額 320,115 323,332

貸倒引当金の増減額（△は減少） 52,044 △10,052

賞与引当金の増減額（△は減少） △34,332 145,788

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 8,113 △2,448

役員株式給付引当金の増減額（△は減少） 57,696 △7,061

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △5,160 75,801

受取利息及び受取配当金 △29,120 △18,747

支払利息 76,310 83,327

持分法による投資損益（△は益） 159,466 440,406

支払手数料 170,381 164,824

固定資産除却損 23,676 124,546

投資有価証券売却損益（△は益） △257,698 △3,321

投資有価証券評価損益（△は益） 1,157,265 86,439

関係会社株式売却損益（△は益） 34,635 △34,201

関係会社整理損 279,462 －

事業構造改善費用 － 946,707

売上債権の増減額（△は増加） △485,653 4,484,610

たな卸資産の増減額（△は増加） △295,780 187,113

仕入債務の増減額（△は減少） 666,645 △1,532,639

未払金の増減額（△は減少） 86,332 94,037

未払消費税等の増減額（△は減少） 173,678 △194,023

前受金の増減額（△は減少） △224,755 △167,536

その他の資産の増減額（△は増加） △599,979 △239,417

その他の負債の増減額（△は減少） 96,053 △4,793

その他 △28,368 △435,362

小計 3,109,426 3,175,686

利息及び配当金の受取額 36,344 18,747

保険金の受取額 6,532 7,511

利息の支払額 △80,967 △81,723

法人税等の支払額 △1,873,019 △227,364

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,198,316 2,892,857
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(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2019年１月１日
　至 2019年12月31日)

当連結会計年度
(自 2020年１月１日

　至 2020年12月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △813,431 △447,805

有形固定資産の売却による収入 12,617 83,022

無形固定資産の取得による支出 △84,578 △76,992

投資有価証券の取得による支出 △399,333 △23,630

投資有価証券の売却による収入 503,208 12,546

定期預金の預入による支出 △189,869 △87,115

敷金及び保証金の差入による支出 △54,128 △283,303

敷金及び保証金の回収による収入 138,806 144,761

保険積立金の払戻による収入 81,778 96,648

出資金の払込による支出 △266,382 △235,971

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△188,141 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る支出

△181,819 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

－ 1,096

その他 △119,865 △26,447

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,561,137 △843,190

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △2,318,500 △3,200,000

長期借入れによる収入 5,850,000 7,200,000

長期借入金の返済による支出 △2,786,830 △3,793,841

自己株式の取得による支出 △80,086 △728

配当金の支払額 △705,122 △280,416

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得
による支出

－ △117,110

手数料の支払額 △170,381 △164,824

その他 △125,633 △40,445

財務活動によるキャッシュ・フロー △336,555 △397,366

現金及び現金同等物に係る換算差額 △14,803 △9,503

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △714,181 1,642,797

現金及び現金同等物の期首残高 9,790,600 9,060,407

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △16,011 －

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 9,060,407 ※ 10,703,205
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【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社

連結子会社の数 32社

株式会社AOI Pro.、株式会社メディア・ガーデン、株式会社デジタル・ガーデン、

株式会社シースリーフィルム、株式会社ティー・ワイ・オー、株式会社TTR、

株式会社ゼオ、株式会社ケー・アンド・エル、その他24社

なお、当連結会計年度において、株式の売却によりK&L ISC (SOUTHEAST ASIA) SDN. BHD.を、吸収合併により

株式会社ワサビを連結の範囲から除外しております。

(2) 非連結子会社

非連結子会社の数 １社

こまねこフィルムパートナーズ

(連結の範囲から除いた理由)

非連結子会社については、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金(持分に見合う額)

等はいずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため連結の範囲から除外しております。なお、同様の

理由により持分法の適用範囲から除外しております。

(3) 他の会社等の議決権の過半数を自己の計算において所有しているにもかかわらず子会社としなかった当該他の会

社等の名称等

北京葵友広告有限公司、北京七星明路文化伝播有限公司

(子会社としなかった理由)

北京葵友広告有限公司他１社は、営業上若しくは事業上の関係から見て、他の会社等の意思決定機関を支配し

ていないことが明らかであると認められる会社に該当すると判断し、有効な支配従属関係が存在していないこと

から、子会社に含めないこととしました。

２ 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の関連会社の数 5社

上海葵友広告有限公司、Rabbit's Digital Group Co.,Ltd.、VF INVESTMENT JOINT STOCK COMPANY、

タグピク株式会社、株式会社大日

持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の直近の事業年度に係る財務諸表

を使用しております。

(2) 持分法非適用の非連結子会社及び関連会社の数 ５社

こまねこフィルムパートナーズ、2004「ナイスの森」パートナーズ、「きまぐれロボット」製作委員会、

「恋しくて」製作委員会、2007「図鑑に載ってない虫」製作委員会

(持分法を適用していない理由)

持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に

見合う額)等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体として

も重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

全ての連結子会社の決算日は連結決算日と一致しております。
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４ 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

連結決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定しております。)

時価のないもの

移動平均法による原価法

関係会社出資金

有限責任事業組合への出資については、組合契約に規定されている決算報告日に応じて入手可能な最近の決算

書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

② デリバティブ

時価法

③ たな卸資産

（イ）商品

先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しておりま

す。）

（ロ）製品

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。）

（ハ）仕掛品

個別法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下げの方法により算定しておりま

す。)

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産(リース資産を除く)

主として定率法

ただし、1998年４月１日以降取得した建物(建物附属設備を除く)については主として定額法を採用しておりま

す。

主な耐用年数

建物及び構築物 ３年～50年

機械装置及び運搬具 ８年

工具、器具及び備品 ４年～15年

② 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法

耐用年数

ソフトウェア(自社利用分) ５年(社内における使用可能期間)

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。

　



― 69 ―

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

一部の連結子会社において、従業員の賞与の支給に備えるため、賞与の翌期支給見込額のうち、当連結会計年

度に帰属する部分に相当する額を計上しております。

③ 役員退職慰労引当金

一部の連結子会社は、役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく期末要支給額の100％を計上してお

ります。

④ 役員株式給付引当金

当社及び一部の連結子会社は、役員株式給付規程に基づく役員の当社株式の給付に備えるため、当連結会計年

度の末日における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

③ 小規模企業等における簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額

を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中

平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めており

ます。

(6) のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却について、５年から20年の定額法により償却を行っております。

(7) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。
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(未適用の会計基準等)

・「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日)

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第30号 2020年３月31日)

(1) 概要

収益認識に関する包括的な会計基準であります。収益は、次の５つのステップを適用し認識されます。

ステップ1：顧客との契約を識別する。

ステップ2：契約における履行義務を識別する。

ステップ3：取引価格を算定する。

ステップ4：契約における履行義務に取引価格を配分する。

ステップ5：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

(2) 適用予定日

2022年12月期の期首より適用予定であります。

(3) 当該会計基準等の適用による影響

影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中であります。

・「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日）

・「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2019年７月４日）

(1) 概要

国際会計基準審議会（IASB）及び米国財務会計基準審議会（FASB）は、公正価値測定についてほぼ同じ内容の詳

細なガイダンスを定めております（IASBにおいてはIFRS第13号、FASBにおいてはTopic820）。これらの国際的な会

計基準の定めとの比較可能性を向上させるために、企業会計基準委員会において、時価の算定に関する会計基準が

開発され、適用指針と合わせて公表されたものであります。

企業会計基準委員会の時価の算定に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、統一的な算定方法を

用いることにより、国内外の企業間における財務諸表の比較可能性を向上させる観点から、IFRS第13号の定めを基

本的にすべて取り入れることとされております。ただし、これまで我が国で行われてきた実務等に配慮し、財務諸

表間の比較可能性を大きく損なわせない範囲で、個別項目に対するその他の取扱いを定めることとされておりま

す。

(2) 適用予定日

2022年12月期の期首より適用予定であります。

(3) 当該会計基準等の適用による影響

影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中であります。

・「会計方針の開示、会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 2020年３月31日）

(1) 概要

関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に、採用した会計処理の原則及び手続きの概要を示すことを目的

とするものです。

(2) 適用予定日

2021年12月期の年度末より適用予定であります。

・「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）

(1) 概要

当年度の財務諸表に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌年度の財務諸表に重要な影響を及ぼす

リスクがある項目における会計上の見積りの内容について、財務諸表利用者の理解に資する情報を開示することを

目的とするものです。

(2) 適用予定日

2021年12月期の年度末より適用予定であります。
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(表示方法の変更)

(連結損益計算書関係)

前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めておりました「固定資産除却損」は、重要性が増

したため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結

会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外費用」の「その他」に表示していた120,070千円

は、「固定資産除却損」23,676千円、「その他」96,393千円として組み替えております。

前連結会計年度において、「特別利益」の「その他」に含めておりました「新株予約権戻入益」は、重要性が増

したため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結

会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「特別利益」の「その他」に表示していた3,672千円は、

「新株予約権戻入益」3,672千円として組み替えております。

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めておりました「固定資産

除却損」は、重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を

反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」

の「その他」に表示していた△4,691千円は、「固定資産除却損」23,676千円、「その他」△28,368千円として組み

替えております。

(追加情報)

（株式給付信託（BBT））

　当社は、2018年３月28日開催の第１期定時株主総会決議に基づき、当社及び当社の子会社（株式会社AOI Pro.及

び株式会社ティー・ワイ・オーをいい、以下これらをあわせて「当社子会社」という。）の取締役（当社の監査等

委員である取締役及び社外取締役並びに当社子会社の業務執行取締役でない取締役を除く。）を退任した者のうち

役員株式給付規程に定める受益者要件を満たすもの（以下、「対象役員」という。）に対する新たな業績連動型株

式報酬制度として「株式給付信託（BBT）」（以下、「本制度」という。）を導入しております。

(1) 取引の概要

　本制度は、予め当社及び当社子会社が定めた役員株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした当社の対象役員

に対し、当社株式を給付する仕組みです。

　当社は、対象役員に対し当該連結会計年度における役位、連結EBITDA及び連結ROEを勘案して定まる数のポイント

を付与し、役員退任時に確定したポイントに応じた当社株式を給付します。

(2) 信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株式

として計上しております。当該自己株式の帳簿価額は、前連結会計年度末523,151千円、当連結会計年度末513,533

千円であり、株式数は、前連結会計年度末418,900株、当連結会計年度末411,200株であります。

(新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積りについて)

新型コロナウイルス感染拡大の収束時期は未だ見通せず、当連結会計年度の国内広告市場は、新型コロナウイ

ルス感染拡大の影響を受けて大きく落ち込みましたが、来期以降は緩やかなプラス成長が維持される見通しであ

り、当社グループの業績も徐々にではありますが回復してくるものと仮定して、会計上の見積りを行なっており

ます。

なお、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う経済活動への影響は不確実性が高いため、上記仮定に変化が生じ

た場合には、将来における業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

(連結貸借対照表関係)

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

前連結会計年度
(2019年12月31日)

当連結会計年度
(2020年12月31日)

投資有価証券（株式） 547,645千円 85,836千円

その他(出資金) 29,736千円 37,800千円
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※２ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産及び担保付債務は次のとおりであります。

前連結会計年度
(2019年12月31日)

当連結会計年度
(2020年12月31日)

建物及び構築物 116,289千円 111,930千円

計 116,289千円 111,930千円

前連結会計年度
(2019年12月31日)

当連結会計年度
(2020年12月31日)

１年内返済予定の長期借入金 1,419千円 1,393千円

長期借入金 61,327千円 57,621千円

計 62,746千円 59,015千円

３ 保証債務

金融機関に対する借入金についての債務保証

前連結会計年度
(2019年12月31日)

当連結会計年度
(2020年12月31日)

従業員 42,094千円 27,051千円

※４ 土地の譲渡

土地の譲渡に関連して、金融取引として処理をしている連結貸借対照表上の残高は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(2019年12月31日)

当連結会計年度
(2020年12月31日)

土地 3,437,296千円 3,437,296千円

長期預り金 3,501,199千円 3,501,199千円

※５ 期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が、期末残高に含まれておりま

す。

前連結会計年度
(2019年12月31日)

当連結会計年度
(2020年12月31日)

受取手形 34,763千円 16,862千円

※６ コミットメントライン契約

資金調達基盤の安定と効率化を図り、財務体質を強化することを目的に、取引銀行４行とコミットメントライン

契約を締結しております。これらの契約に基づく連結会計年度末における貸出コミットメントに係る借入金未実

行残高等は次のとおりであります。

前連結会計年度
(2019年12月31日)

当連結会計年度
(2020年12月31日)

コミットメントラインの総額 12,000,000千円 12,000,000千円

借入金実行残高 3,200,000千円 －千円

差引額 8,800,000千円 12,000,000千円

(連結損益計算書関係)

※１ 固定資産売却益

前連結会計年度
(自 2019年１月１日
至 2019年12月31日)

当連結会計年度
(自 2020年１月１日
至 2020年12月31日)

土地及び建物等 －千円 5,858千円

工具、器具及び備品 －千円 411千円

機械装置及び運搬具 －千円 9千円

計 －千円 6,279千円
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※２ 減損損失

前連結会計年度(自 2019年１月１日　至 2019年12月31日)

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類 減損損失

東京都港区 事業用資産
建物及び構築物 68,051千円

工具、器具及び備品 14,204千円

東京都品川区 事業用資産 ソフトウエア 1,125,056千円

当社グループは、事業区分別に資産のグルーピングを行っております。

当連結会計年度において、建物及び構築物及び工具、器具備品については、収益性が著しく低下したことにより、

また、ソフトウェアについては、グループ全体の効率化・コスト削減を図るためにシステムを統一していく方針と

したことに伴い今後使用が見込まれないソフトウェアに関して、それぞれの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

　また、当該資産グループの回収可能価額は、使用価値により測定しており、使用価値をゼロとみなしておりま

す。

当連結会計年度(自 2020年１月１日　至 2020年12月31日)

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類 減損損失

K&L ISC (SOUTHEAST ASIA) SDN. BHD.
(マレーシア)

その他 のれん 116,673千円

RESERVE TANK SDN. BHD.
(マレーシア)

その他 のれん 131,997千円

株式会社ペッププランニング
(神奈川県横浜市中区)

その他 のれん 9,104千円

株式会社ジゴワット
(大阪府大阪市中央区)

その他 のれん 42,432千円

当社グループは、事業区分別に資産のグルーピングを行っております。

当社連結子会社ののれんについては、当初予定していた収益が見込めなくなったことにより、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、減損損失を特別損失として計上しております。

また、回収可能価額は、使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローをゼロとみなして算定しており

ます。

このほか、持分法適用会社であるRabbit's Digital Group Co., Ltd、VF INVESTMENT JOINT STOCK COMPANY、㈱

タグピクに係るのれん相当額について、当初予定していた収益が見込めなくなったことにより減損損失を認識し、

298,222千円を営業外費用の「持分法による投資損失」に計上しております。回収可能価額は、使用価値により測定

しており、将来キャッシュ・フローをゼロとみなして算定しております。

※３ 事業構造改善費用

当連結会計年度(自 2020年１月１日　至 2020年12月31日)

当社グループでは、連結子会社の合併や各事業所の統廃合を伴う抜本的な構造改革の実施により経営の合理化を

行うことで収益の改善を目指しており、本構造改革に伴う費用を事業構造改善費用として計上しております。

事業構造改善費用の内訳は下記のとおりです。

固定資産減損損失(注) 726,678千円

オフィス移転関連費用 143,004千円

早期退職関連費用 77,024千円

計 946,707千円

(注)固定資産の減損損失に係るものは、以下のとおりであります。

場所 用途 種類 減損損失

東京都品川区
当社に係る

事業用資産

建物及び構築物、工具、器

具及び備品
77,952千円

東京都港区、中央区、渋谷区
子会社に係る

事業用資産
建物及び構築物 648,726千円

当社グループは、事業区分別に資産のグルーピングを行っております。

上記資産については、事業所の移転を意思決定したことに伴い、建物及び構築物等の帳簿価額を回収可能価額ま

で減額しております。なお、回収可能価額は、使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローをゼロとみ

なして算定しております。
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(連結包括利益計算書関係)

※ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

前連結会計年度
(自 2019年１月１日
至 2019年12月31日)

当連結会計年度
(自 2020年１月１日
至 2020年12月31日)

その他有価証券評価差額金

当期発生額 30,040千円 △171,046千円

組替調整額 △257,698千円 －千円

税効果調整前 △227,658千円 △171,046千円

税効果額 70,487千円 51,236千円

その他有価証券評価差額金 △157,171千円 △119,809千円

為替換算調整勘定

当期発生額 △21,992千円 △40,667千円

組替調整額 9,990千円 9,755千円

税効果調整前 △12,002千円 △30,911千円

税効果額 －千円 －千円

為替換算調整勘定 △12,002千円 △30,911千円

退職給付に係る調整額

当期発生額 △999千円 623千円

組替調整額 1,646千円 1,846千円

税効果調整前 646千円 2,469千円

税効果額 △197千円 △756千円

退職給付に係る調整額 448千円 1,713千円

持分法適用会社に対する持分相当額

当期発生額 2,737千円 △8,885千円

組替調整額 －千円 －千円

税効果調整前 2,737千円 △8,885千円

税効果額 －千円 －千円

持分法適用会社に対する持分相当額 2,737千円 △8,885千円

その他包括利益合計 △165,987千円 △157,893千円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自 2019年１月１日 至 2019年12月31日)

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：株）

当連結会計年度期首
株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

発行済株式

普通株式 24,566,447 － － 24,566,447

合計 24,566,447 － － 24,566,447

自己株式

普通株式 1,013,157 105,763 9,356 1,109,564

合計 1,013,157 105,763 9,356 1,109,564
　

（注）１．(変動事由の概要)

自己株式の増加数の内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加 763株

　取締役会決議に基づく自己株式の増加 105,000株

自己株式の減少数の内訳は、次のとおりであります。

　新株予約権の権利行使による自己株式の処分 9,000株

　単元未満株式の買増しによる減少 356株

２．当連結会計年度期首及び当連結会計年度末の自己株式数には、「株式給付信託(BBT)」の信託財産として、

資産管理サービス信託銀行㈱(信託E口)が所有する当社株式418,900株が含まれております。

２ 新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数(株) 当連結会計
年度末残高
(千円)当連結会計

年度期首
当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社
(親会社)

ストック・オプション
としての新株予約権

― ― ― ― ― 86,274

合計 ― ― ― ― ― 86,274

３ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2019年３月27日
定時株主総会

普通株式 527,388 22.00 2018年12月31日 2019年３月28日

2019年８月14日
取締役会

普通株式 191,009 8.00 2019年６月30日 2019年９月17日

(注) 2019年３月27日定時株主総会の決議による配当金の総額には、「株式給付信託(BBT)」の信託財産として資産管

理サービス信託銀行株式会社(信託E口)が保有する自社の株式に対する配当金9,215千円が含まれております。

また、2019年８月14日取締役会の決議による配当金の総額には、「株式給付信託(BBT)」の信託財産として資産

管理サービス信託銀行株式会社(信託E口)が保有する自社の株式に対する配当金3,351千円が含まれておりま

す。
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(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2020年３月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 286,509 12.00 2019年12月31日 2020年３月27日

(注) 配当金の総額には、「株式給付信託(BBT)」の信託財産として資産管理サービス信託銀行株式会社(信託E口)が

保有する自社の株式に対する配当金5,026千円が含まれております。

当連結会計年度(自 2020年１月１日 至 2020年12月31日)

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：株）

当連結会計年度期首
株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

発行済株式

普通株式 24,566,447 － － 24,566,447

合計 24,566,447 － － 24,566,447

自己株式

普通株式 1,109,564 1,404 22,670 1,088,298

合計 1,109,564 1,404 22,670 1,088,298
　

（注）１．(変動事由の概要)

自己株式の増加数の内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加 1,404株

自己株式の減少数の内訳は、次のとおりであります。

　新株予約権の権利行使による自己株式の処分 14,940株

　単元未満株式の買増しによる減少 30株

株式給付信託（BBT）の給付による減少 7,700株

２．自己株式数には、「株式給付信託(BBT)」の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行(信託E口)が所

有する当社株式(当連結会計年度期首418,900株、当連結会計年度末411,200株)が含まれております。

２ 新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数(株) 当連結会計
年度末残高
(千円)当連結会計

年度期首
当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社
(親会社)

ストック・オプション
としての新株予約権

― ― ― ― ― 42,855

合計 ― ― ― ― ― 42,855

３ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2020年３月26日
定時株主総会

普通株式 286,509 12.00 2019年12月31日 2020年３月27日

(注) 2020年３月26日定時株主総会の決議による配当金の総額には、「株式給付信託(BBT)」の信託財産として株式会

社日本カストディ銀行(信託E口)が保有する自社の株式に対する配当金5,026千円が含まれております。
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(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2021年３月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 286,672 12.00 2020年12月31日 2021年３月26日

(注) 配当金の総額には、「株式給付信託(BBT)」の信託財産として株式会社日本カストディ銀行(信託E口)が保有す

る自社の株式に対する配当金4,934千円が含まれております。

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前連結会計年度
(自 2019年１月１日
至 2019年12月31日)

当連結会計年度
(自 2020年１月１日
至 2020年12月31日)

現金及び預金勘定 9,111,122千円 10,813,819千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △50,715千円 △110,614千円

現金及び現金同等物 9,060,407千円 10,703,205千円

　

(リース取引関係)

ファイナンス・リース取引

(借主側)

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①リース資産の内容

有形固定資産

撮影、映像編集機材及び情報関連機器等であります。

②リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４ 会計方針に関する事項（2）重要な減価償却資産の減価償却

の方法」に記載のとおりであります。

　

(金融商品関係)

１ 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用につきましては短期的な預金等に限定し、また、資金調達については原則として銀行

等金融機関からの借入による方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金並びに電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されております。

投資有価証券は、主として業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりま

す。当社グループは、四半期ごとに時価または取引先企業の財務状況を把握し、保有状況を見直すことによりリス

クを管理しております。

営業債務である買掛金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。借入金のうち短期借入金は、運転

資金に係る銀行借入金であります。長期借入金は、主に長期的な運転資金等を目的とした銀行借入金であります。

また、営業債務及び借入金は流動性リスクに晒されております。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスクの管理

当社は、販売管理規程及び与信管理規程に従い、営業債権について、主な取引先の信用状況を定期的に把握し、

取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図ってお

ります。連結子会社についても、当社の販売管理規程に準じて、同様の管理を行っております。

② 市場リスクの管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状

況を継続的に見直しております。

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理

当社は、担当部署が資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理

しております。
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２ 金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりであります。なお、時価を把握することが極

めて困難と認められるものには、次表には含めておりません((注)２を参照ください)。

前連結会計年度(自 2019年１月１日 至 2019年12月31日)

（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 9,111,122 9,111,122 －

(2) 受取手形及び電子記録債権、売
　 掛金

21,287,542

貸倒引当金 △37,727

21,249,814 21,249,814 －

(3) 投資有価証券 762,055 762,055 －

(4) 敷金及び保証金 1,522,658 1,534,771 12,113

資産計 32,645,651 32,657,764 12,113

(1) 買掛金 8,697,200 8,697,200 －

(2) 短期借入金 3,200,000 3,200,000 －

(3) 未払金 661,603 661,603 －

(4) 未払法人税等 428,710 428,710 －

(5) 長期借入金（１年内返済予定額
　 を含む）

9,746,551 9,759,496 12,944

(6) 長期預り金 3,501,199 3,462,625 △38,574

負債計 26,235,266 26,209,636 △25,630

　

当連結会計年度(自 2020年１月１日 至 2020年12月31日)

（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 10,813,819 10,813,819 －

(2) 受取手形及び電子記録債権、売
　 掛金

16,785,240

貸倒引当金 △31,847

16,753,392 16,753,392 －

(3) 投資有価証券 591,338 591,338 －

(4) 敷金及び保証金 1,661,033 1,669,562 8,529

資産計 29,819,583 29,828,113 8,529

(1) 買掛金 7,144,690 7,144,690 －

(2) 短期借入金 － － －

(3) 未払金 832,283 832,283 －

(4) 未払法人税等 172,515 172,515 －

(5) 長期借入金（１年内返済予定額
　 を含む）

13,149,682 13,141,688 △7,994

(6) 長期預り金 3,501,199 3,482,950 △18,249

負債計 24,800,372 24,774,129 △26,243
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(注)１ 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び電子記録債権、売掛金

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(3) 投資有価証券

これらの時価については、株式は取引所の価格によっております。

(4) 敷金及び保証金

これらの時価については、返還予定時期を合理的に見積り、将来キャッシュ・フローを国債の利回りで割り引

いて算定しております。

負債

(1) 買掛金、(2) 短期借入金、(3) 未払金、(4) 未払法人税等

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(5) 長期借入金（１年内返済予定額を含む）、(6) 長期預り金

これらの時価は、元金利の合計額を国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引い

た現在価値により算定しております。

(注)２ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額
（単位：千円）

区分 2019年12月31日 2020年12月31日

非上場株式 477,351 403,861

関係会社株式 547,645 85,836
　

非上場株式及び関係会社株式については、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを合理的に見積るこ

とが出来ないため、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(3) 投資有価証券」には含めて

おりません。

(注)３ 金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度(2019年12月31日)

１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 9,111,122 － － －

受取手形及び電子記
録債権、売掛金

21,287,542 － － －

合計 30,398,665 － － －

　

当連結会計年度(2020年12月31日)

１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 10,813,819 － － －

受取手形及び電子記
録債権、売掛金

16,785,240 － － －

合計 27,599,059 － － －

(注)４ 長期借入金の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度(2019年12月31日)

１年以内
（千円）

１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

５年超
（千円）

長期借入金 3,073,876 2,934,730 1,908,880 1,183,880 583,880 61,303
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当連結会計年度(2020年12月31日)

１年以内
（千円）

１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

５年超
（千円）

長期借入金 4,374,787 3,348,937 2,623,937 2,023,937 723,937 54,145

(有価証券関係)

１ その他有価証券

前連結会計年度(2019年12月31日)

種類
連結貸借対照表
計上額(千円)

取得原価(千円) 差額(千円)

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
るもの

(1) 株式 403,171 315,846 87,324

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 403,171 315,846 87,324

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの

(1) 株式 358,883 379,382 △20,499

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 358,883 379,382 △20,499

合計 762,055 695,229 66,825
　

(注) １ 非上場株式(連結貸借対照表計上額 477,351千円)については、市場価格が無く、時価を把握することが極め

て困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

２ 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。

　

当連結会計年度(2020年12月31日)

種類
連結貸借対照表
計上額(千円)

取得原価(千円) 差額(千円)

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
るもの

(1) 株式 110,986 50,800 60,185

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 110,986 50,800 60,185

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの

(1) 株式 480,352 645,277 △164,924

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 480,352 645,277 △164,924

合計 591,338 696,077 △104,738

(注) １ 非上場株式(連結貸借対照表計上額403,861千円)については、市場価格が無く、時価を把握することが極め

て困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

２ 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。

　



― 81 ―

２ 連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度(自 2019年１月１日 至 2019年12月31日)

種類 売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額(千円)

(1) 株式 503,208 323,073 65,374

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

合計 503,208 323,073 65,374

　

当連結会計年度(自 2020年１月１日 至 2020年12月31日)

種類 売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額(千円)

(1) 株式 12,546 3,321 ―

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

合計 12,546 3,321 ―

３ 減損処理を行った有価証券

前連結会計年度において、有価証券について1,157,265千円（非上場株式）減損処理を行っております。

当連結会計年度において、有価証券について86,439千円（非上場株式）減損処理を行っております

なお、時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券については、財政状態の悪化により実質価額が著し

く低下した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。

(退職給付関係)

１ 採用している退職給付制度の概要

当社及び一部の連結子会社は、確定拠出型の制度として確定拠出年金制度及び中小企業退職金共済制度に加入して

おります。また、一部の連結子会社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を設けております。

なお、一部の連結子会社の退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算しており

ます。

２ 確定給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表(簡便法を適用した制度を除く)

（単位：千円）

前連結会計年度
(自 2019年１月１日
至 2019年12月31日）

当連結会計年度
(自 2020年１月１日
至 2020年12月31日）

退職給付債務の期首残高 1,343,764 44,208

勤務費用 12,087 12,120

利息費用 242 309

数理計算上の差異の発生額 999 △623

退職給付の支払額 △3,720 △7,500

確定拠出年金制度への移行に伴う減少額 △1,309,165 －

退職給付債務の期末残高 44,208 48,514
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(2) 簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

（単位：千円）

前連結会計年度
(自 2019年１月１日
至 2019年12月31日）

当連結会計年度
(自 2020年１月１日
至 2020年12月31日）

退職給付に係る負債の期首残高 245,520 223,296

退職給付費用 50,598 90,655

退職給付の支払額 △65,368 △19,162

連結除外に伴う減少額 △7,454 －

退職給付に係る負債の期末残高 223,296 294,788

　

(3) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表

（単位：千円）

前連結会計年度
(自 2019年１月１日
至 2019年12月31日）

当連結会計年度
(自 2020年１月１日
至 2020年12月31日）

年金資産の期首残高 1,309,165 －

確定拠出年金制度への移行に伴う減少額 △1,309,165 －

年金資産の期末残高 － －

(4) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債の調整表

（単位：千円）

前連結会計年度
（2019年12月31日）

当連結会計年度
（2020年12月31日）

積立型制度の退職給付債務 － －

年金資産 － －

－ －

非積立型制度の退職給付債務 267,504 343,303

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 267,504 343,303

退職給付に係る負債 267,504 343,303

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 267,504 343,303

（注）簡便法を適用した制度を含みます。

　

(5) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

（単位：千円）

前連結会計年度
(自 2019年１月１日
至 2019年12月31日）

当連結会計年度
(自 2020年１月１日
至 2020年12月31日）

勤務費用 12,087 12,120

利息費用 242 309

数理計算上の差異の費用処理額 1,646 1,846

簡便法で計算した退職給付費用 50,598 90,655

確定給付制度に係る退職給付費用 64,573 104,931

(6) 退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目(税効果控除前)の内訳は次のとおりであります。

（単位：千円）

前連結会計年度
(自 2019年１月１日
至 2019年12月31日）

当連結会計年度
(自 2020年１月１日
至 2020年12月31日）

数理計算上の差異 646 2,469

合計 646 2,469
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(7) 退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整額に計上した項目(税効果控除前)の内訳は次のとおりであります。

（単位：千円）

前連結会計年度
(自 2019年１月１日
至 2019年12月31日）

当連結会計年度
(自 2020年１月１日
至 2020年12月31日）

未認識数理計算上の差異 5,993 3,523

合計 5,993 3,523

(8) 数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎

前連結会計年度
(自 2019年１月１日
至 2019年12月31日）

当連結会計年度
(自 2020年１月１日
至 2020年12月31日）

割引率 0.7％ 0.7％

（注）予想昇給率は退職給付債務計算に使用しておりません。

３ 確定拠出制度

当社及び一部の連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度107,795千円、当連結会計年度

127,845千円であります。

(ストック・オプション等関係)

１ 権利不行使による失効に伴う利益として計上した金額

前連結会計年度 当連結会計年度

特別利益 3,672千円 34,560千円

２ ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

第２回新株予約権 第４回新株予約権 第５回新株予約権 第６回新株予約権

付与対象者の区分及び人数 ㈱AOI Pro.取締役８名

㈱AOI Pro.使用人387名

㈱AOI Pro.取締役（社外取

締役を除く）26名

㈱ティー・ワイ・オー取締

役12名

㈱ティー・ワイ・オー取締

役１名

㈱ティー・ワイ・オー従業

員30名

㈱ティー・ワイ・オー子会

社取締役９名

㈱ティー・ワイ・オー子会

社従業員７名

ス ト ッ ク ・ オ プ シ ョ ン 数

（注）１、２

普通株式

100,000株

普通株式

376,500株

普通株式

351,540株

普通株式

41,580株

付与日 2012年11月27日 2015年12月１日 2011年１月30日 2011年１月30日

権利確定条件

権利行使時において当社

の取締役及び監査役の地

位を喪失していること。

権利行使時において当社使

用人又は当社関係会社の取

締役、監査役もしくは使用

人の地位にあることを要す

る。ただし、定年退職及び

任期満了による退任その他

正当な理由のある場合には

その限りではない。

権利行使期間開始日にお

いて、当社または当社の

関係会社の取締役、監査

役もしくは従業員のいず

れかの地位にあること。

権利行使期間開始日におい

て、当社または当社の関係

会社の取締役、監査役もし

くは従業員のいずれかの地

位にあること。

対象勤務期間 ─
2015年12月１日から

2017年12月１日まで

2011年１月30日から

2014年１月14日まで

2011年１月30日から

2014年１月14日まで

権利行使期間
2017年１月４日から

2042年11月27日まで

2017年12月２日から

2020年12月１日まで

2017年１月４日から

2021年１月14日まで

2017年１月４日から

2021年１月14日まで
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第７回新株予約権 第８回新株予約権

付与対象者の区分及び人数
㈱ティー・ワイ・オー取締

役４名

㈱ティー・ワイ・オー従業

員34名

㈱ティー・ワイ・オー子会

社取締役８名

ス ト ッ ク ・ オ プ シ ョ ン 数

（注）１、２

普通株式

135,000株

普通株式

225,000株

付与日 2015年１月15日 2015年１月15日

権利確定条件

権利行使期間開始日におい

て、当社または当社の関係

会社の取締役、監査役もし

くは従業員のいずれかの地

位にあること。

権利行使期間開始日におい

て、当社または当社の関係

会社の取締役、監査役もし

くは従業員のいずれかの地

位にあること。

対象勤務期間
2015年１月15日から

2016年12月25日まで

2015年１月15日から

2016年12月25日まで

権利行使期間
2017年１月４日から

2024年12月25日まで

2017年１月４日から

2024年12月25日まで

（注）１．ストック・オプション数は株式数に換算して記載しております。

２．第５回から第８回の新株予約権に係るストック・オプション数につきましては、株式移転後の株式数（株

式会社ティー・ワイ・オーの普通株式１株につき当社普通株式0.18株を割当て）に換算して記載しておりま

す。

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株

式数に換算して記載しております。

① ストック・オプションの数

第２回新株予約権 第４回新株予約権 第５回新株予約権 第６回新株予約権

権利確定前(株) ― ― ― ―

前連結会計年度末 ― ― ― ―

付与 ― ― ― ―

失効 ― ― ― ―

権利確定 ― ― ― ―

未確定残 ― ― ― ―

権利確定後(株) ― ― ― ―

前連結会計年度末 50,000 240,000 45,000 15,480

権利確定 ― ― ― ―

権利行使 ― ― 12,780 2,160

失効 ― 240,000 ― ―

未行使残 50,000 ― 32,220 13,320
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第７回新株予約権 第８回新株予約権

権利確定前(株) ― ―

前連結会計年度末 ― ―

付与 ― ―

失効 ― ―

権利確定 ― ―

未確定残 ― ―

権利確定後(株) ― ―

前連結会計年度末 121,446 148,626

権利確定 ― ―

権利行使 ― ―

失効 ― 20,646

未行使残 121,446 127,980

② 単価情報

第２回新株予約権 第４回新株予約権 第５回新株予約権 第６回新株予約権

権利行使価格(円) 1 1,030 289 289

行使時平均株価(円) ― ― 424 424

公正な評価単価(付与日)(円) 317 144 593 593

第７回新株予約権 第８回新株予約権

権利行使価格(円) 1,045 1,045

行使時平均株価(円) ― ―

公正な評価単価(付与日)(円) ─ ─

　

３ ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用してお

ります。
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(税効果会計関係)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳

前連結会計年度
(2019年12月31日)

当連結会計年度
(2020年12月31日)

繰延税金資産

税務上の繰越欠損金(注)２ 242,223千円 717,927千円

たな卸資産 117,022千円 98,854千円

資産除去債務 163,152千円 223,415千円

退職給付に係る負債 79,305千円 94,211千円

未払事業税 41,370千円 22,385千円

役員退職慰労引当金 85,025千円 81,134千円

未払費用 33,063千円 22,230千円

固定資産減損 370,099千円 378,464千円

貸倒引当金 246,335千円 236,290千円

未払賞与 29,549千円 50,023千円

土地売却益認定 39,529千円 37,755千円

役員株式給付引当金 78,023千円 73,794千円

その他 242,690千円 398,319千円

繰延税金資産小計 1,767,391千円 2,434,806千円

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額(注)２ △61,869千円 △188,235千円

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △269,912千円 △636,514千円

評価性引当額小計(注)１ △331,782千円 △824,749千円

繰延税金資産合計 1,435,609千円 1,610,057千円

繰延税金負債

資産除去債務 △83,185千円 △75,757千円

その他投資有価証券評価差額金 △24,120千円 －千円

海外子会社の留保利益 △43,646千円 △20,148千円

子会社の時価評価による評価差額 △2,451千円 △2,451千円

その他 －千円 △1,303千円

繰延税金負債合計 △153,404千円 △99,661千円

繰延税金資産の純額 1,282,205千円 1,510,395千円

(注)１．評価性引当額が492,967千円増加しております。この増加の主な内容は、連結子会社である株式会社AOI Pro.

において、繰延税金資産の回収可能性を判断する際、企業の分類を変更したことに伴い貸倒引当金等の将来

減算一時差異に係る評価性引当額370,121千円を追加的に認識したことによるものであります。

２．税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

前連結会計年度（2019年12月31日）

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超 合計

税務上の繰越欠損金(a) ― ― 2,924 ― 911 238,387 242,223千円

評価性引当額 ― ― ― ― ― △61,869 △61,869千円

繰延税金資産 ― ― 2,924 ― 911 176,518 (b)180,354千円

(a) 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

(b) 税務上の繰越欠損金について、将来の課税所得の見込みにより回収可能と判断した部分については評価性

引当額を認識しておりません。
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当連結会計年度（2020年12月31日）

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超 合計

税務上の繰越欠損金(a) ― ― ― ― 29,307 688,620 717,927千円

評価性引当額 ― ― ― ― △25,206 △163,029 △188,235千円

繰延税金資産 ― ― ― ― 4,101 525,590 (b)529,692千円

(a) 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

(b) 税務上の繰越欠損金について、将来の課税所得の見込みにより回収可能と判断した部分については評価性

引当額を認識しておりません。

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の主な原因別内訳

前連結会計年度及び当連結会計年度は税金等調整前当期純損失を計上したため、差異原因を注記しておりません。

(資産除去債務関係)

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

(1)当該資産除去債務の概要

　建物の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

(2)当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得から10年～15年と見積り、割引率は当該期間に対応する国債の利回りを使用して資産除去

債務の金額を計算しております。

(3)当該資産除去債務の総額の増減

前連結会計年度
(自 2019年１月１日
至 2019年12月31日)

当連結会計年度
(自 2020年１月１日
至 2020年12月31日)

期首残高 553,034千円 513,985千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 36,367千円 51,487千円

有形固定資産の除却に伴う減少額 △24,046千円 △21,284千円

見積もり変更に伴う増加額 (注) －千円 279,054千円

時の経過による調整額 2,187千円 2,648千円

連結除外に伴う減少額 △53,757千円 －千円

期末残高 513,985千円 825,891千円

(注) 資産の除去時点において必要とされる除去費用が当初見積額を上回ることが明らかとなった、建物の

原状回復に係る債務であります。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループは、広告事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

【関連情報】

前連結会計年度(自 2019年１月１日 至 2019年12月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略してお

ります。

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省

略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

(単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社電通 11,544,868 広告事業

株式会社博報堂 13,830,918 広告事業

　

当連結会計年度(自 2020年１月１日 至 2020年12月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略してお

ります。

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省

略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

(単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社電通 9,607,094 広告事業

株式会社博報堂 9,647,528 広告事業

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当社グループは、広告事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当社グループは、広告事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。

【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る。)等

前連結会計年度(自 2019年１月１日 至 2019年12月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自 2020年１月１日 至 2020年12月31日)

該当事項はありません。

　

(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の重要な子会社の役員及びその近親者等

前連結会計年度(自 2019年１月１日 至 2019年12月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自 2020年１月１日 至 2020年12月31日)

該当事項はありません。

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 2019年１月１日
至 2019年12月31日)

当連結会計年度
(自 2020年１月１日
至 2020年12月31日)

１株当たり純資産額 977円76銭 １株当たり純資産額 848円70銭

１株当たり当期純損失 △54円50銭 １株当たり当期純損失 △108円81銭

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

－銭
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

－銭

(注) １．前連結会計年度及び当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在

するものの、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

２．１株当たり当期純損失の算定上の基礎は以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

(自 2019年１月１日
至 2019年12月31日)

当連結会計年度
(自 2020年１月１日
至 2020年12月31日)

１株当たり当期純損失(△)

親会社株主に帰属する当期純損失(△) (千円) △1,280,492 △2,552,992

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純損失
(△) (千円)

△1,280,492 △2,552,992

普通株式の期中平均株式数(千株) 23,495 23,462

(注) 株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり当期純損失の算定

上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めており、また、１株当たり純資産額の算定上、期末

発行済株式総数から控除する自己株式数に含めております。１株当たり当期純損失の算定上、控除した当該自己

株式の期中平均株式数は、前連結会計年度において418,900株、当連結会計年度において413,569株であり、１株

当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は、前連結会計年度において418,900株、当連結

会計年度において411,200株であります。
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(重要な後発事象)

（共通支配下の取引等）

　当社は、2020年10月19日開催の取締役会決議に基づき、2021年１月４日付で、当社の連結子会社である株式会社

ティー・ワイ・オー（以下「旧TYO」）の事業の一部を会社分割（新設分割）し、新設する株式会社TYOに承継させ

るとともに、旧TYOを存続会社とする連結子会社間の吸収合併及び商号変更を実施いたしました。また、当社の連結

子会社である株式会社デジタル・ガーデン（以下「デジタル・ガーデン」）を存続会社とする連結子会社間の吸収

合併及び商号変更を実施いたしました。

１．取引の目的を含む取引の概要

当社グループは、2021年度から2025年度の5ヵ年を対象とする中期経営計画に沿って、大幅な組織再編を実施いた

しました。これまでの広告映像制作を中心とした事業構造を、広告会社からの受託を中心に従来からの広告映像制

作を担う「コンテンツプロデュース事業」、広告主からの直接取引を中心にコミュニケーションの設計から実行ま

でを担う「コミュニケーションデザイン事業」の２事業体制へ転換し、各事業における取り組みを明確にいたしま

した。そのうえで、「コンテンツプロデュース事業」のうちポストプロダクション事業を行う子会社をデジタル・

ガーデンを存続会社とする１社に集約し、「コミュニケーションデザイン事業」のうちソリューション提供を手掛

ける子会社及びPR・イベント等を手掛ける子会社を旧TYOを存続会社とする１社に集約することで連結子会社数を削

減し、グループ経営の深化・強化とコスト削減を図ります。

２．再編の要旨

（１）新設分割

①分割会社の名称及び対象となった事業の内容及び規模

名称 旧TYO

事業の内容 広告会社からの受託を中心とした広告映像制作

売上高 13,560百万円 (2020年12月期)

②会社分割日

2021年１月４日

③会社分割の法的形式

旧TYOを分割会社とし、株式会社TYOを承継会社とする新設分割

④新設分割に係る割当ての内容

本新設分割に際して新設会社は普通株式1,000株を発行し、すべての株式を旧TYOに割当交付いたしました。な

お、旧TYOはこれと同時に割り当てられた全株式を、剰余金の配当として、100%親会社である当社に対して交付い

たしました。

（２）旧TYOを存続会社とする吸収合併

①結合当事企業の名称及びその事業の内容、承継する資産及び負債

名称 旧TYO
株式会社Quark

tokyo
株式会社ゼオ

株式会社TYOデ

ジタル・ワーク

ス

株式会社TYOパブ

リック・リレー

ションズ

事業内容

すべての広告コ

ンテンツの戦略

立案・企画・制

作

マーケティング

ソリューショ

ン、コンテンツ

企画制作

マーケティン

グ・コミュニケ

ーション

WEB広告制作
広報、ＰＲ活動

全般の代行業務

承継する資産 － 978百万円 1,245百万円 303百万円 97百万円

承継する負債 － 182百万円 1,147百万円 114百万円 166百万円

上記金額は、2020年12月末現在のものであります。

②企業結合日

2021年１月４日

③企業結合の法的形式

旧TYOを存続会社とし、当社の連結子会社である株式会社Quark tokyo、株式会社ゼオ、株式会社TYOデジタル・

ワークス、株式会社TYOパブリック・リレーションズを消滅会社とする吸収合併方式で、株式会社Quark tokyo、

株式会社ゼオ、株式会社TYOデジタル・ワークス、株式会社TYOパブリック・リレーションズは解散しておりま

す。

④結合後企業の名称

旧TYOは2021年１月４日付で商号を株式会社xpdに変更しております。
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（３）デジタル・ガーデンを存続会社とする吸収合併

①結合当事企業の名称及びその事業の内容、承継する資産及び負債

名称 デジタル・ガーデン
株式会社メディア・ガ

ーデン
株式会社TTR

事業内容
デジタル編集及びCGの

企画・制作

撮影スタジオ、機材レ

ンタル

映像ポストプロダク

ション事業

承継する資産 － 926百万円 2,005百万円

承継する負債 － 330百万円 655百万円

上記金額は、2020年12月末現在のものであります。

②企業結合日

2021年１月４日

③企業結合の法的形式

デジタル・ガーデンを存続会社とし、当社の連結子会社である株式会社メディア・ガーデン、株式会社TTRを消

滅会社とする吸収合併方式で、株式会社メディア・ガーデン、株式会社TTRは解散しております。

④結合後企業の名称

デジタル・ガーデンは2021年１月４日付で商号を株式会社TREE Digital Studioに変更しております。

３．実施する会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2019年１月16日）及び「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 2019年１月16日）に基づき、共通支配下の取引と

して処理を行います。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 3,200,000 ― ― ―

１年以内に返済予定の長期借入金 3,073,876 4,374,787 0.55 ―

１年以内に返済予定のリース債務 42,443 17,671 ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

6,672,675 8,774,895 0.61
　 2022年～
　 2047年

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。)

26,612 18,947 ―
　 2022年～
　 2025年

合計 13,015,607 13,186,301 ― ―

(注) １ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

なお、 リース債務については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を連

結貸借対照表に計上しているため、「平均利率」を記載しておりません。

２ 長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年以内における返済予定

額は以下のとおりであります。
　

１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

長期借入金 3,348,937 2,623,937 2,023,937 723,937

リース債務 9,505 4,736 3,289 1,416

【資産除去債務明細表】

当明細表に記載すべき事項が連結財務諸表規則第15条の23に規定する注記事項として記載されているため、

記載を省略しております。
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(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (千円) 13,049,745 24,367,278 34,450,117 51,087,544

税金等調整前四半期純利益又は
税金等調整前四半期(当期)純損
失(△)

(千円) 7,451 △1,161,867 △1,731,455 △2,457,856

親会社株主に帰属する四半期
(当期)純損失(△)

(千円) △32,953 △956,134 △1,368,400 △2,552,992

１株当たり四半期(当期)純損失
(△)

(円) △1.40 △40.76 △58.33 △108.81

　

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純損失(△) (円） △1.40 △39.35 △17.57 △50.48
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(2019年12月31日)

当事業年度
(2020年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,082,699 1,020,261

売掛金 ※１ 285,099 ※１ 291,466

前払費用 52,067 75,403

関係会社短期貸付金 11,995,000 12,620,000

その他 ※１ 137,119 ※１ 63,651

流動資産合計 13,551,987 14,070,782

固定資産

有形固定資産

建物 98,473 70,470

工具、器具及び備品 35,551 22,014

有形固定資産合計 134,024 92,485

無形固定資産

ソフトウエア 56,947 153,658

無形固定資産合計 56,947 153,658

投資その他の資産

投資有価証券 447,314 353,081

関係会社株式 20,175,941 20,125,280

出資金 369,318 523,653

関係会社長期貸付金 40,000 －

繰延税金資産 38,470 80,645

敷金及び保証金 154,313 207,190

その他 － 500

投資その他の資産合計 21,225,358 21,290,351

固定資産合計 21,416,330 21,536,495

資産合計 34,968,318 35,607,278
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(単位：千円)

前事業年度
(2019年12月31日)

当事業年度
(2020年12月31日)

負債の部

流動負債

短期借入金 ※２ 3,200,000 ※２ －

1年内返済予定の長期借入金 2,905,000 4,345,000

未払金 ※１ 160,291 ※１ 296,864

未払法人税等 60,495 36,573

未払消費税等 64,111 25,559

未払費用 － 5,692

預り金 19,278 18,892

その他 － 50,000

流動負債合計 6,409,176 4,778,583

固定負債

長期借入金 6,570,000 8,705,000

役員株式給付引当金 28,072 15,330

資産除去債務 31,045 16,481

固定負債合計 6,629,118 8,736,812

負債合計 13,038,295 13,515,395

純資産の部

株主資本

資本金 5,000,000 5,000,000

資本剰余金

資本準備金 1,250,000 1,250,000

その他資本剰余金 13,966,631 13,963,236

資本剰余金合計 15,216,631 15,213,236

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 2,930,539 3,145,380

利益剰余金合計 2,930,539 3,145,380

自己株式 △1,289,212 △1,263,737

株主資本合計 21,857,957 22,094,879

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △14,209 △45,851

評価・換算差額等合計 △14,209 △45,851

新株予約権 86,274 42,855

純資産合計 21,930,022 22,091,882

負債純資産合計 34,968,318 35,607,278
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②【損益計算書】

(単位：千円)
前事業年度

(自 2019年１月１日
　至 2019年12月31日)

当事業年度
(自 2020年１月１日

　至 2020年12月31日)

営業収益合計 ※１ 4,055,897 ※１ 3,461,000

営業費用

役員報酬 164,934 140,310

給与賞与 1,038,572 1,037,241

役員株式給付引当金繰入額 13,509 1,069

業務委託費 ※１ 235,585 ※１ 386,453

減価償却費 51,138 53,996

その他 ※１ 976,298 ※１ 1,041,726

営業費用合計 2,480,039 2,660,798

営業利益 1,575,857 800,201

営業外収益

受取利息 ※１ 77,151 ※１ 73,646

受取配当金 4,622 5,244

受取家賃 ※１ 36,276 ※１ 18,138

その他 1,077 6,024

営業外収益合計 119,127 103,054

営業外費用

支払利息 65,582 77,541

支払手数料 16,176 10,619

投資事業組合運用損 19,776 24,352

その他 699 320

営業外費用合計 102,234 112,834

経常利益 1,592,750 790,421

特別利益

新株予約権戻入益 3,672 34,560

特別利益合計 3,672 34,560

特別損失

事業構造改善費用 － ※２ 128,762

投資有価証券評価損 － 71,426

関係会社株式評価損 － 50,660

特別損失合計 － 250,850

税引前当期純利益 1,596,422 574,131

法人税、住民税及び事業税 175,939 100,991

法人税等調整額 △3,498 △28,210

法人税等合計 172,441 72,781

当期純利益 1,423,981 501,350
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自 2019年１月１日 至 2019年12月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本

剰余金
資本剰余金合計

その他利益剰余

金 利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当期首残高 5,000,000 1,250,000 13,974,537 15,224,537 2,224,955 2,224,955

当期変動額

剰余金の配当 △718,397 △718,397

当期純利益 1,423,981 1,423,981

自己株式の取得

自己株式の処分 △7,905 △7,905

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － △7,905 △7,905 705,583 705,583

当期末残高 5,000,000 1,250,000 13,966,631 15,216,631 2,930,539 2,930,539

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算差額

等合計

当期首残高 △1,220,224 21,229,268 △3,836 △3,836 92,723 21,318,154

当期変動額

剰余金の配当 △718,397 △718,397

当期純利益 1,423,981 1,423,981

自己株式の取得 △79,943 △79,943 △79,943

自己株式の処分 10,955 3,049 3,049

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
△10,372 △10,372 △6,449 △16,821

当期変動額合計 △68,988 628,689 △10,372 △10,372 △6,449 611,867

当期末残高 △1,289,212 21,857,957 △14,209 △14,209 86,274 21,930,022
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当事業年度(自 2020年１月１日 至 2020年12月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本

剰余金
資本剰余金合計

その他利益剰余

金 利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当期首残高 5,000,000 1,250,000 13,966,631 15,216,631 2,930,539 2,930,539

当期変動額

剰余金の配当 △286,509 △286,509

当期純利益 501,350 501,350

自己株式の取得

自己株式の処分 △3,394 △3,394

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － △3,394 △3,394 214,840 214,840

当期末残高 5,000,000 1,250,000 13,963,236 15,213,236 3,145,380 3,145,380

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算差額

等合計

当期首残高 △1,289,212 21,857,957 △14,209 △14,209 86,274 21,930,022

当期変動額

剰余金の配当 △286,509 △286,509

当期純利益 501,350 501,350

自己株式の取得 △728 △728 △728

自己株式の処分 26,204 22,809 22,809

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
△31,641 △31,641 △43,419 △75,061

当期変動額合計 25,475 236,921 △31,641 △31,641 △43,419 161,860

当期末残高 △1,263,737 22,094,879 △45,851 △45,851 42,855 22,091,882
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式

移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定しております。)

時価のないもの

移動平均法による原価法

(3) 出資金

投資事業有限責任組合への出資持分については、組合契約に規定される決算報告に応じて入手可能な最近の決算

書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法

主な耐用年数

建物 ８年～15年

工具、器具及び備品 ５年～８年

(2) 無形固定資産

定額法

主な耐用年数

ソフトウェア(自社利用分) ５年(社内における使用可能期間)

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 役員株式給付引当金

役員株式給付規程に基づく役員の当社株式の給付に備えるため、当事業年度の末日における株式給付債務の見込

額に基づき計上しております。

４ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

(追加情報)

（株式給付信託（BBT））

株式給付信託（BBT）に関する注記については、連結財務諸表「注記事項(追加情報)」に同一の内容を記載して

いるため、記載を省略しております。

(新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積りについて)

新型コロナウイルス感染拡大の収束時期は未だ見通せず、当事業年度の国内広告市場は、新型コロナウイルス

感染拡大の影響を受けて大きく落ち込みましたが、来期以降は緩やかなプラス成長が維持される見通しであり、

当社グループの業績も徐々にではありますが回復してくるものと仮定して、会計上の見積りを行なっておりま

す。

なお、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う経済活動への影響は不確実性が高いため、上記仮定に変化が生じ

た場合には、将来における業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
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(貸借対照表関係)

※１ 関係会社に対する資産及び負債

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記されたもののほか次のものがあります。

前事業年度
(2019年12月31日)

当事業年度
(2020年12月31日)

短期金銭債権 319,710千円 319,489千円

短期金銭債務 22,287千円 5,358千円

※２ コミットメントライン契約

資金調達基盤の安定と効率化を図り、財務体質を強化することを目的に、取引銀行４行とコミットメントライン

契約を締結しております。貸出コミットメントラインに係る借入金未実行残高等は次のとおりであります。

前事業年度
(2019年12月31日)

当事業年度
(2020年12月31日)

コミットメントラインの総額 12,000,000千円 12,000,000千円

借入金実行残高 3,200,000千円 －千円

差引額 8,800,000千円 12,000,000千円

３ 保証債務

金融機関に対する借入金についての債務保証

前連結会計年度
(2019年12月31日)

当連結会計年度
(2020年12月31日)

従業員 42,094千円 27,051千円

(損益計算書関係)

※１ 関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引の取引高

前事業年度
(自 2019年１月１日
至 2019年12月31日)

当事業年度
(自 2020年１月１日
至 2020年12月31日)

営業取引による取引高

　 営業収益 4,055,897千円 3,461,000千円

　 営業費用 13,792千円 10,160千円

営業外取引による取引高

　 営業外収益 113,416千円 91,764千円

※２ 事業構造改善費用

当社では、事業所の移転を伴う抜本的な構造改革の実施により経営の合理化を行うことで収益の改善を目指して

おり、本構造改革に伴う費用を事業構造改善費用として計上しております。

事業構造改善費用の内訳は下記のとおりです。

固定資産減損損失(注) 77,952千円

オフィス移転関連費用 41,329千円

早期退職関連費用 9,480千円

計 128,762千円

(注)固定資産の減損損失に係るものは、以下のとおりであります。

場所 用途 種類 減損損失

東京都品川区
当社に係る

事業用資産

建物及び構築物、工具、器

具及び備品
77,952千円

当社は、事業区分別に資産のグルーピングを行っております。

上記資産については、事業所の移転を意思決定したことに伴い、建物及び構築物等の帳簿価額を回収可能価額ま

で減額しております。なお、回収可能価額は、使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローをゼロとみ

なして算定しております。
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(有価証券関係)

前事業年度(2019年12月31日)

非上場株式（貸借対照表計上額88,500千円）並びに子会社株式及び関連会社株式(貸借対照表計上額20,175,941千

円)は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

　

当事業年度(2020年12月31日)

非上場株式（貸借対照表計上額39,873千円）並びに子会社株式及び関連会社株式(貸借対照表計上額20,125,280千

円)は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

(税効果会計関係)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳

繰延税金資産

前事業年度
(2019年12月31日)

当事業年度
(2020年12月31日)

未払事業税 9,374千円 5,526千円

資産除去債務 9,506千円 20,356千円

減価償却超過額 5,609千円 3,858千円

役員株式給付引当金 8,595千円 4,366千円

有価証券評価差額金 6,271千円 20,236千円

固定資産減損 －千円 15,476千円

関係会社株式評価損 －千円 15,512千円

投資有価証券評価損 －千円 21,870千円

その他 1,822千円 15,814千円

繰延税金資産小計 41,179千円 123,018千円

評価性引当額 －千円 △37,383千円

繰延税金資産合計 41,179千円 85,635千円

繰延税金負債

前事業年度
(2019年12月31日)

当事業年度
(2020年12月31日)

資産除去債務 △2,709千円 △4,989千円

繰延税金負債合計 △2,709千円 △4,989千円

繰延税金資産の純額 38,470千円 80,645千円

　

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の主な原因別内訳

前事業年度
(2019年12月31日)

当事業年度
(2020年12月31日)

法定実効税率 30.6％ 30.6％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.2％ 3.2％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △21.1％ △26.6％

評価性引当額の増減 －％ 6.1％

その他 0.0％ 0.6％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 10.8％ 13.9％

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：千円）

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高
減価償却
累計額

有形固定資産 建物 98,473 66,548
75,921

(72,585)
18,629 70,470 159,655

工具、器具
及び備品

35,551 6,073
7,530

(5,367)
12,079 22,014 59,683

計 134,024 72,621
83,451

(77,952)
30,709 92,485 219,338

無形固定資産 ソフトウェア 56,947 119,901 － 23,190 153,658

計 56,947 119,901 － 23,190 153,658

　（注）１．当期減少額の（）内は内書で、減損損失の計上額であります。

２．「建物」及び「工具、器具及び備品」の当期増加額の主な理由は本社移転に伴うものであります。「ソ

フトウェア」の当期増加額の主な理由は、会計システムの増強によるものであります。

３．「建物」及び「工具、器具及び備品」の当期減少額の主な理由は本社移転に伴うものであります。

【引当金明細表】

（単位：千円）

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

役員株式給付引当金 28,072 1,069 13,811 15,330

(2) 【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 １月１日から12月31日まで

定時株主総会 ３月中

基準日 12月31日

剰余金の配当の基準日 ６月30日、12月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り

取扱場所
(特別口座)
東京都杉並区和泉二丁目８番４号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

株主名簿管理人
(特別口座)
東京都杉並区和泉二丁目８番４号
三井住友信託銀行株式会社

取次所 ―

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 電子公告とする (注)１

株主に対する特典 該当事項はありません

(注)１ 事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に

掲載しております。

公告掲載ホームページURL (https://aoityo.com/ja/ir/publicnotice.html)

２ 当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができませ

ん。

会社法第189条第２項各号に掲げる権利

会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度 第３期(自 2019年１月１日 至 2019年12月31日) 2020年３月26日関東財務局長に提出

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

2020年３月26日関東財務局長に提出

(3) 四半期報告書及び確認書

第４期 第１四半期 (自 2020年１月１日 至 2020年３月31日) 2020年５月19日関東財務局長に提出

第４期 第２四半期 (自 2020年４月１日 至 2020年６月30日) 2020年８月14日関東財務局長に提出

第４期 第３四半期 (自 2020年７月１日 至 2020年９月30日) 2020年11月13日関東財務局長に提出

(4) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(株主総会における議決権行使の結果)の規定に基づ

く臨時報告書 2020年３月27日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第19号(財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に著

しい影響を与える事象)の規定に基づく臨時報告書 2021年２月16日関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

2021年３月25日

AOI TYO Holdings株式会社

取 締 役 会 御中

有限責任監査法人 トーマツ

東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 大 中 康 宏 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 澤 田 修 一 印

＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるAOI TYO Holdings株式会社の2020年１月１日から2020年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、AOI

TYO Holdings株式会社及び連結子会社の2020年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ

る職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利

用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手

続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ

適切な監査証拠を入手する。

・ 連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク

評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性
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及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に

基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかど

うか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表

の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連

結財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手

した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ

る。

・ 連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

るかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎

となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠

を入手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要

な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

＜内部統制監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、AOI TYO Holdings株式会社の

2020年12月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

当監査法人は、AOI TYO Holdings株式会社が2020年12月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した

上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠し

て、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統

制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人

の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から

独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十

分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

内部統制報告書に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

監査等委員会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

内部統制監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかにつ

いて合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することに

ある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施

する。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択

及び適用される。

・ 財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての

　



― 108 ―

内部統制報告書の表示を検討する。

・ 内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査

人は、内部統制報告書の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対し

て責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識別し

た内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項につい

て報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上
　

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

2021年３月25日

AOI TYO Holdings株式会社

取 締 役 会 御中
　

有限責任監査法人 トーマツ

東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 大 中 康 宏 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 澤 田 修 一 印

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるAOI TYO Holdings株式会社の2020年１月１日から2020年12月31日までの第４期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行っ

た。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、AOI TYO

Holdings株式会社の2020年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、すべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手

続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ

適切な監査証拠を入手する。

・ 財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性

及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
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き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか

結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対し

て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基

づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や

会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要

な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以 上
　

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。

　



　

【表紙】

【提出書類】 内部統制報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2021年３月25日

【会社名】 AOI TYO Holdings株式会社

【英訳名】 AOI TYO Holdings Inc.

【代表者の役職氏名】 代表取締役グループCEO 中 江 康 人

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役グループCFO 譲 原 理

【本店の所在の場所】 東京都品川区東品川二丁目２番24号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

　(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

　



１ 【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

代表取締役グループCEO 中江 康人 及び取締役グループCFO 譲原 理は、当社グループの財務報告に係る内部統

制の整備及び運用に責任を有しており、企業会計審議会の公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の

基準並びに財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する実施基準の設定について（意見書）」に示されてい

る内部統制の基本的枠組みに準拠して財務報告に係る内部統制を整備及び運用しています。

なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その目的を

合理的な範囲で達成しようとするものです。このため、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を

完全には防止又は発見することができない可能性があります。

２ 【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

財務報告に係る内部統制の評価は、当連結会計年度の末日である2020年12月31日を基準日として行い、評価に

当たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠しました。

本評価においては、連結ベースでの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（全社的な内部統制）の評価

を行ったうえで、その結果を踏まえて、評価対象とする業務プロセスを選定しています。当該業務プロセスの評

価においては、選定された業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を及ぼす統制上の要点

を識別し、当該統制上の要点について整備及び運用状況を評価することによって、内部統制の有効性に関する評

価を行いました。

財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、当社並びに連結子会社及び持分法適用会社について、財務報告の信

頼性に及ぼす影響の重要性の観点から必要な範囲を決定しました。財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性は、

金額的及び質的影響の重要性を考慮して決定しており、当社及び連結子会社12社を対象として行った全社的な内

部統制の評価結果を踏まえ、業務プロセスに係る内部統制の評価範囲を合理的に決定しました。なお、連結子会

社20社及び持分法適用会社５社については、金額的及び質的重要性の観点から僅少であると判断し、全社的な内

部統制の評価範囲に含めていません。

業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、各事業拠点の当連結会計年度の売上高の金額が高い拠点

から合算していき、連結売上高の３分の２に達している株式会社AOI Pro．、株式会社ティー・ワイ・オー、株式

会社シースリーフィルム及び株式会社ゼオを「重要な事業拠点」としました。選定した重要な事業拠点において

は、企業の事業目的に大きく係る勘定科目として売上高、売掛金及び売上原価に至る業務プロセスとして販売プ

ロセス及び購買プロセスを評価の対象としました。

３ 【評価結果に関する事項】

上記の評価の結果、当連結会計年度末日時点において、当社の財務報告に係る内部統制は有効であると判断しま

した。

４ 【付記事項】

該当事項はありません。

５ 【特記事項】

該当事項はありません。

　



【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2021年３月25日

【会社名】 AOI TYO Holdings株式会社

【英訳名】 AOI TYO Holdings Inc.

【代表者の役職氏名】 代表取締役グループCEO 中 江 康 人

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役グループCFO 譲 原 理

【本店の所在の場所】 東京都品川区東品川二丁目２番24号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

　



１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役グループCEO 中江 康人及び当社最高財務責任者グループCFO 譲原 理は、当社の第４期(自2020年

１月１日 至2020年12月31日)の有価証券報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを

確認いたしました。

　

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。
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